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開催
日時

開催
場所

東京都千代田区丸の内二丁目４番１号
丸ビル８階 丸ビル
コンファレンススクエア Room４

2023年４月１日 ▲ 2024年３月31日

定 時 株 主 総 会
招集ご通知第105回

証券コード：8025

招集ご通知 ………………………………………… 2

株主総会参考書類 ………………………………… 6

第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役８名選任の件
第３号議案 当社株式等の大規模買付行為に関する

対応方針の継続の件

事業報告 ………………………………………… 38
連結計算書類 …………………………………… 56
計算書類 ………………………………………… 60

2022年に電子提供制度が施行されたことに伴い、従前書面でお送りし
ていた株主総会資料（株主総会参考書類・事業報告・連結計算書類・計算書
類・監査報告書）はウェブサイトに掲載して提供する方法に変更いたしま
した。お手数ですが、本通知記載のURLにアクセスしてご確認いただきま
すようお願い申しあげます。
また、本株主総会につきましては、法令及び当社定款の規定に基づき書
面交付請求をされた株主様に送付する交付書面を、議決権を有する株主様
に対して送付することといたしました。
あわせてご参照いただきますようお願い申しあげます。
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ツカモトグループは、
培った商人魂と
フロンティア精神のもと、
美しさと快適を求める生活者に応え、
和文化の継承と
流通革新の進展のため、
前進する。

社訓 私たちの信条（Credo）

当社グループは、経営姿勢を明確にするため、
“社訓” 及び “私たちの信条（Credo）” で構成される

経営理念を定めております。

自立し協力する

共存同栄を旨とする

道義を重んじる

経営理念
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(証券コード 8025)
（発送日） 2024年 ６月 ５日

（電子提供措置の開始日） 2024年 ５月 31日
株 主 各 位

東京都中央区日本橋本町一丁目６番５号

代表取締役社長 百 瀬 二 郎

第105回定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
さて、当社第105回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイトに

電子提供措置事項を掲載しております。

当社ウェブサイト https://www.tsukamoto.co.jp/ir/meeting/index.html

また、電子提供措置事項は、当社ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウェブサイトに
も掲載しておりますので、以下よりご確認ください。

東京証券取引所ウェブサイト（東京証券取引所 東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

（上記東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「ツカモトコーポレーション」
又は「コード」に当社証券コード「8025」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に
選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。）

なお、当日ご出席いただけない場合には、お手数ながら、本招集ご通知又は電子提供措置事項に掲
載の株主総会参考書類をご検討のうえ、４頁、５頁に記載の「郵送又は電磁的方法(インターネット)」
いずれかの方法により、2024年６月25日(火曜日)午後６時までに、事前の議決権行使にご協力いた
だきますようお願い申しあげます。

敬 具
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記
１．日 時 2024年６月26日(水曜日)午前10時 (受付開始 午前９時)
２．場 所 東京都千代田区丸の内二丁目４番１号 丸ビル８階

丸ビル コンファレンススクエア Ｒｏｏｍ４
３．会議の目的事項

報 告 事 項
(１)第105期（2023年４月１日から2024年３月31日まで）

事業報告の内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査役会の連結計算
書類監査結果報告の件

(２)第105期（2023年４月１日から2024年３月31日まで）
計算書類の内容報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役８名選任の件
第３号議案 当社株式等の大規模買付行為に関する対応方針の継続の件

4． 招集にあたっての決定事項
(１) 書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の表示がな

い場合は、賛成の意思表示されたものとして取り扱わせていただきます。
(２) インターネットにより複数回、議決権を行使された場合は、最後に行使された内容を有効なものとし

て取り扱わせていただきます。
(３) インターネットと書面（郵送）により重複して議決権を行使された場合は、到着日時を問わず、イン

ターネットによる議決権行使の内容を有効なものとして取り扱わせていただきます。
(４) 当社では、当社定款第19条の定めにより、代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する

株主様に委託する場合に限られます。なお、代理人は１名とさせていただきます。
(５) 2022年に施行された改正会社法により、電子提供措置事項について前記インターネット上の各ウェブ

サイトにアクセスのうえ、ご確認いただくことを原則とし、基準日までに書面交付請求をいただいた
株主様に限り、書面でお送りすることとなりましたが、本株主総会におきましては、書面交付請求の
有無にかかわらず、一律に電子提供措置事項を記載した書面をお送りいたしております。
電子提供措置事項のうち、次の事項につきましては、法令及び当社定款第17条第２項の規定に基づ
き、お送りする書面には記載しておりません。
① 事業報告の「業務の適正を確保するための体制の整備及び当該体制の運用状況」
② 連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」「連結注記表」
③ 計算書類の「株主資本等変動計算書」「個別注記表」

なお、当該書面は、監査役及び会計監査人が監査対象書類として監査しております。
以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
※ 今後の状況により株主総会の運営に大きな変更が生じた場合には、前記インターネット上の当社ウェブサイトにてお知ら

せいたします。
※ 電子提供措置事項に修正が生じた場合は、前記インターネット上の当社ウェブサイト及び東証ウェブサイトに掲載させて

いただきます。
※ その他、株主様へのご案内事項につきましては、前記インターネット上の当社ウェブサイトに掲載させていただきます。

当社ウェブサイトより適宜最新情報をご確認くださいますようお願い申しあげます。
※ 株主総会にご出席の株主様へのお土産は廃止しております。何卒ご理解賜りますようお願い申しあげます。
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議決権行使の方法は、以下の方法がございます。電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類を
ご検討のうえ、ご行使いただきますようお願い申しあげます。

当日ご出席いただけない場合は、郵送又は電磁的方法（インターネット）により、議決権をご行
使いただけます。

● インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使とし
て取り扱わせていただきます。

● インターネットと議決権行使書の双方で議決権を重複して行使された場合、インターネットを有効な議決
権行使として取り扱わせていただきます。

ご注意事項

当社の経営に参加できる権利「議決権」をご行使ください。

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、ご返
送ください。なお、各議案について賛否の表示がない議決権行使書
が提出された場合は、会社提案に「賛成」の意思表示があったもの
として取り扱わせていただきます。

パソコン、スマートフォンから議決権行使サイト（https://evote.
tr.mufg.jp/）にアクセスし、同封の議決権行使書用紙に記載された
「ログインID」及び「仮パスワード」をご利用いただき、画面の案内
にしたがって、議案に対する賛否をご入力ください。

同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願
い申しあげます。また、資源節約のため本冊子「第105回 定時株主総
会 招集ご通知」をご持参くださいますようお願い申しあげます。

●郵送による議決権の行使

●電磁的方法（インターネット）
による議決権の行使

当日ご出席の株主様

当日ご出席いただけない株主様

株主総会開催日時 2024年６月26日（水曜日）午前10時

行使期限 2024年６月25日（火曜日）午後6時必着

行使期限 2024年６月25日（火曜日）午後6時まで

スマートフォンでの議決権行使は、「ログインID」「仮パスワード」の入力が不要になりました！
スマートフォンをご利用の株主様
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議決権行使についてのご案内
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システムに関
するお問い合
わせについて

三菱UFJ信託銀行株式会社
証券代行部（ヘルプデスク）

ふ0120-173-027
受付時間 午前９時～午後９時（通話料無料）

ログインID・パスワードを入力する方法

QRコードを読み取る方法

ログインID、パスワードを入力することなく、議決権行使
サイトにログインすることができます。

2024年６月25日（火曜日）午後６時まで
議決権行使期限

１. 議決権行使サイトへアクセス

1 「次の画面へ」をクリック

以降は画面の入力案内に従って賛否を
ご入力ください。

２. ログインする

2 お手元の議決権行使書用紙の右下に記載された
｢ログインID｣ 及び ｢仮パスワード｣ を入力

3 ｢ログイン｣ をクリック

３. 各議案の賛否を選択

画面の案内に従って各議案の賛否を選択
画面の案内に従って行使完了です。

2
3

https://evote.tr.mufg.jp/
議決権行使サイト

２. 議決権行使方法を選ぶ

議案賛否方法の選択画面が表示されるので、議決権行使
方法を選ぶ

１. QRコードを読み取る

お手持ちのスマートフォンにて、同封の議決権行使書副票
（右側）に記載の「ログイン用QRコード」を読み取る

議決権行使書副票（右側）

「ログイン用「ログイン用
QRコード」はこちらQRコード」はこちら

本サイトでの議決権行使に関するパソコン等の操作方法がご不明な
場合は、下記にお問い合わせください。

インターネットによる議決権行使のお手続きについて
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株主総会参考書類
第1号議案 剰余金の処分の件

当社は、株主のみなさまに対する適切な利益還元を経営の重要課題と位置づけております。
当期の期末配当につきましては、今後の事業展開と経営体質強化のために必要な内部留保にも

配慮したうえで、当期業績の傾向及び今後の事業環境見通しを考慮し、下記のとおりといたした
いと存じます。

期末配当に関する事項
１．配当財産の種類

金銭といたします。
２．配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金 30円
配当総額 121,075,110円

３．剰余金の配当が効力を生じる日
2024年６月27日
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第２号議案 取締役８名選任の件
本定時株主総会終結の時をもって、取締役全員(８名)は任期満了となり、大友純氏は退任され

ます。つきましては、新任者１名を含む取締役８名の選任をお願いいたしたいと存じます。
取締役候補者は次のとおりであります。

取締役候補者一覧

候補者
番 号 取 締 役 候 補 者 現在の当社における地位及び担当

2 0 2 3 年 度
取締役会出席率
( 出 席 状 況 )

１ 百
もも

瀬
せ

二
に

郎
ろう

再任 代表取締役社長
営業本部長

100％
(16回中16回出席)

２ 田
た

中
なか

文
ふみ

人
と

再任
代表取締役副社長
コーポレート本部長
(人事担当兼賃貸事業担当)

100％
(16回中16回出席)

３ 西
にし

村
むら

隆
たかし

再任 常務取締役 営業本部副本部長
兼商事事業本部長

100％
(16回中16回出席)

４ 齋
さい

川
かわ

敏
とし

明
あき

再任
常務取締役
エイム事業本部長兼新規担当
兼ツカモトウェルネス(株)代表
取締役社長

100％
(16回中16回出席)

５ 角
つの

田
だ

英
えい

二
じ

再任
取締役
コーポレート本部副本部長
(経営戦略担当兼経営計画室部
長兼総務・経理担当)

100％
(13回中13回出席)

６ 蒔
まき

山
やま

秀
ひで

人
と

再任 社外 独立 社外取締役 100％
(16回中16回出席)

7 阿久
あ く

津
つ

正
まさ

志
し

再任 社外 独立 社外取締役 92.3％
(13回中12回出席)

８ 野
の

中
なか

郁
いく

江
え

新任 社外 独立 ― ―

(注)１．2023年度において、取締役会につきましては、16回開催しております 。
なお、角田英二氏及び阿久津正志氏の出席状況におきましては、2023年６月27日の就任以降に開催さ
れた取締役会を対象としております。

２．当社の「社外役員の独立性判断基準」はインターネット上の当社ウェブサイト(アドレス
https://www.tsukamoto.co.jp/ir/governance/pdf/3syagaiyakuin.pdf)に掲載しております。
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位、担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所 有 す る
当社株式数

１

再任
もも せ に ろう

百 瀬 二 郎
（1958年９月７日生）

1981年４月 当社入社
2015年６月 当社取締役

兼ツカモトユーエス㈱代表取締役社長
2016年４月 当社取締役

上席執行役員（洋装事業担当）
兼ツカモトユーエス㈱代表取締役社長

2017年４月 当社取締役
常務執行役員
兼営業副本部長（洋装事業担当）

2018年４月 当社取締役
上席常務執行役員
兼営業本部長（ライフスタイル事業担当）

2019年４月 当社代表取締役社長
社長執行役員兼営業本部長

2021年４月 当社代表取締役社長兼営業本部長（現任）
＜取締役候補者とした理由＞
2019年４月より代表取締役社長として当社の経営全体を指

揮しており、営業本部長として営業部門を統括しております。
会社業務全般にわたる深い見識を有しており、企業経営に関
する豊富な知見と能力が当社の経営に欠かせない人材と判断
し、引き続き取締役の候補者といたしました。

26,700株

2024年05月20日 18時03分 $FOLDER; 9ページ （Tess 1.50(64) 20240402_01）



― 9 ―

候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位、担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所 有 す る
当社株式数

２

再任
た なか ふみ と

田 中 文 人
（1964年４月20日生）

1990年４月 当社入社
2018年６月 当社取締役

上席執行役員（本部担当）
2019年４月 当社取締役

常務執行役員（本部担当）
2020年４月 当社代表取締役

常務執行役員兼本部統括
2021年４月 当社代表取締役専務取締役

本部長（賃貸事業担当）
2023年４月 当社代表取締役副社長

コーポレート本部長
（人事担当兼賃貸事業担当）（現任）

＜取締役候補者とした理由＞
2018年６月取締役に選任、2020年４月代表取締役に就任、

2021年４月より代表取締役専務取締役として本部を統括し、
2023年４月より代表取締役副社長として、当社の経営全体を
担っております。主に本部業務である人事・労務・経理部門
に携わり、豊富な経験を積んでおり、高い専門的知見と深い
見識を有していることから、当社の経営に欠かせない人材と
判断し、引き続き取締役の候補者といたしました。

20,730株
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位、担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所 有 す る
当社株式数

３

再任
にし むら たかし

西 村 隆
（1968年12月26日生）

1992年４月 当社入社
2018年６月 当社取締役 上席執行役員

兼ツカモトユーエス㈱代表取締役社長
(洋装事業担当)

2018年７月 当社取締役 上席執行役員
兼ツカモトユーエス㈱代表取締役社長
兼ツカモトアパレル㈱代表取締役社長
(洋装事業担当)

2019年４月 当社取締役 上席執行役員
兼ファッション事業本部長
兼ユニフォーム事業部長

2020年４月 当社取締役常務執行役員
兼営業副本部長
兼ファッション事業本部長

2021年４月 当社常務取締役
兼営業副本部長(洋装事業担当)

2022年４月 当社常務取締役 営業本部副本部長
兼商事事業本部長（現任）

＜取締役候補者とした理由＞
2018年６月取締役に選任、2021年４月より常務取締役に

就任しております。2022年４月より商事事業本部長として商
事事業全体を統括するとともに、引き続き営業本部副本部長
として会社全体の営業部門を担っております。主に営業部門
の業務に携わり、幅広い経験と深い知見を有しており、当社
の経営に欠かせない人材と判断し、引き続き取締役の候補者
といたしました。

15,060株
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位、担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所 有 す る
当社株式数

４

再任
さい かわ とし あき

齋 川 敏 明
（1967年７月19日生）

1991年４月 当社入社
2019年６月 当社取締役 上席執行役員

兼エイム事業部長
2021年４月 当社常務取締役 兼エイム事業部長

(ライフスタイル事業担当)
(新規事業準備室担当)

2022年４月 当社常務取締役 新規担当
兼エイム事業本部長

2024年２月 当社常務取締役 新規担当
兼エイム事業本部長
兼ツカモトウェルネス(株)代表取締役社長

2024年４月 当社常務取締役 エイム事業本部長
兼新規担当兼ツカモトウェルネス(株)代表取
締役社長（現任）

(重要な兼職の状況)
ツカモトウェルネス(株)代表取締役社長

＜取締役候補者とした理由＞
2019年６月取締役に選任、2021年４月より常務取締役に

就任しております。2022年４月よりエイム事業本部長とし
て、エイム事業、新規事業全体を統括しております。また、
2024年２月に新設いたしました子会社、ツカモトウェルネス
株式会社の代表取締役社長に就任しております。主に営業部
門の業務に携わり豊富な経験、経営に関する深い知見を有し
ております。当社の経営に欠かせない人材と判断し、引き続
き取締役の候補者といたしました。

14,760株
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位、担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所 有 す る
当社株式数

５

再任
つの だ えい じ

角 田 英 二
（1969年９月６日生）

1992年４月 当社入社
2015年４月 当社本部経営企画部長
2018年４月 当社執行役員本部経営企画部長
2019年４月 当社執行役員営業企画部長

兼本部経営計画室部長
2020年４月 当社上席執行役員本部統括補佐

兼営業企画部長兼本部経営計画室部長
2021年４月 当社上席執行役員（和装事業担当）

兼営業企画部長兼経営計画室部長
2022年４月 当社上席執行役員副本部長

兼営業企画部長兼本部経営企画部長
2023年４月 当社上席執行役員コーポレート本部副本部長

（経営戦略担当兼総務・経理・情報担当）
2023年６月 当社取締役 コーポレート本部副本部長

（経営戦略担当兼総務・経理・情報担当）
2024年４月 当社取締役 コーポレート本部副本部長

（経営戦略担当兼経営計画室部長
兼総務・経理担当）（現任）

＜取締役候補者とした理由＞
2023年６月取締役に選任、主に本部業務である経営企画部

門に関わり、経営戦略、経営計画に携わっております。幅広
い経験、専門性と深い知見が当社の経営に欠かせないものと
判断し、引き続き取締役の候補者といたしました。

1,800株
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位、担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所 有 す る
当社株式数

６

再任 社外 独立
まき やま ひで と

蒔 山 秀 人
（1959年８月22日生）

1982年４月 塚本商事株式会社（現当社）入社
（1987年３月退社）

1987年５月 東急リロケーション株式会社入社
2009年４月 東急ステイサービス株式会社（現 東急リゾー

ツ＆ステイ株式会社）取締役社長
2010年４月 東急リロケーション株式会社

取締役常務執行役員
2015年４月 東急住宅リース株式会社

取締役常務執行役員
2022年６月 当社取締役（現任）

東急住宅リース株式会社顧問（現任）

(重要な兼職の状況)
東急住宅リース株式会社顧問

＜社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要＞
2022年６月取締役に選任いただいております。蒔山秀人氏

は、不動産業界において長きにわたり会社経営に携わってお
り、企業経営に関する豊富な実績、見識を有しております。
その経験を当社グループの経営に反映していただくため引き
続き社外取締役の候補者といたしました。選任後は、経営全
般、特に賃貸事業関連、建設業関連への助言や監督を適切に
行っていただけるものと期待しております。

０株
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位、担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所 有 す る
当社株式数

７

再任 社外 独立
あ く つ まさ し

阿 久 津 正 志
（1970年８月17日生）

2000年12月 弁護士登録
2008年９ 月 阿久津総合法律事務所開設
2010年８ 月 トシン・グループ株式会社監査役
2014年４ 月 第二東京弁護士会環境保全委員会委員長
2015年６ 月 一般財団法人伝統的工芸品産業振興協会

監事（現任）
2017年６ 月 株式会社サンクゼール監査役
2021年６ 月 株式会社サンクゼール

社外取締役（監査等委員）（現任）
2023年６ 月 当社取締役（現任）

(重要な兼職の状況)
阿久津総合法律事務所所長
一般財団法人伝統的工芸品産業振興協会監事
株式会社サンクゼール社外取締役（監査等委員）

＜社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要＞
2023年６月取締役に選任いただいております。阿久津正志

氏は、長年にわたり弁護士として経験を重ねており、その専
門的な知識及び企業法務に関する高い知識を当社の経営に反
映することで、当社のコーポレート・ガバナンスの一層の強
化が期待されるため、引き続き社外取締役の候補者といたし
ました。選任後は、法律事務所経営、他社での監査等委員と
しての社外取締役等の経験を活かし、経営全般に関してガバ
ナンス的に適切な助言や監督を行っていただけるものと期待
しております。

０株
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位、担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所 有 す る
当社株式数

８

新任 社外 独立
の なか いく え

野 中 郁 江
（1952年12月13日生）

2000年４月 明治大学商学部教授
2005年 9 月 明治大学博士学位（商学）取得
2022年４月 明治大学名誉教授（現任）

(重要な兼職の状況)
明治大学名誉教授

＜社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要＞
野中郁江氏は、商学部の大学教授として培われた幅広い知

識を有しております。上場会社をはじめとする数多くの企業
の財務分析を行ってきた専門性、知見を活かしていただき、
会計の役割であるコンプライアンスの確保に力を発揮してい
ただくため、新任取締役の候補者といたしました。選任後は
企業環境、市場が大きく変化する中であっても、独立した立
場から当社の経営を監視いただけるものと期待しております。

０株

(注)１．各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
２．取締役を被保険者とする役員等賠償責任保険契約について

当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約(D&O保険)を保険会社との間で締
結し、被保険者がその職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによっ
て生じることのある損害を当該保険契約により填補することとしており、各取締役は保険料の10％を負担し
ております。
候補者が取締役に就任した場合は、当該保険契約の被保険者に含められることとなります。また、次回更

新時には同内容での更新を予定しております。
３．蒔山秀人氏、阿久津正志氏及び野中郁江氏は、社外取締役候補者であります。
４．蒔山秀人氏は、1982年４月より1987年３月まで当社の業務執行者でありました。
５．社外取締役候補者に関する事項

(１)社外取締役との責任限定契約について
当社は、社外取締役候補者蒔山秀人氏及び阿久津正志氏との間で、責任限定契約を締結しております。両氏

の再任をご承認いただいた場合は、両氏との間で当該責任限定契約を継続する予定であります。また、野中
郁江氏の選任をご承認いただいた場合は、同様の責任限定契約を締結する予定であります。
・社外取締役が任務を怠ったことによって当社に損害賠償責任を負う場合は、法令が規定する最低責任限度額
を限度として、その責任を負うものとする。

・上記の責任限定が認められるのは、社外取締役がその責任の原因となった職務の遂行について善意でかつ重
大な過失がないときに限るものとする。

(２)① 蒔山秀人氏は、不動産業界において取締役を務め長年企業経営に携わっております。経営者としての実
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績、見識を当社グループの経営に反映し、社外取締役としての職務を適切に遂行いただけるものと判断
いたしております。

② 阿久津正志氏は、長年重ねた弁護士としての経験による専門的な知識及び企業法務に関する高い知見を
有し、その知識や知見を当社の経営に反映することで当社のコーポレート・ガバナンスの一層の強化を
期待できるものと判断しております。

③ 野中郁江氏は、直接企業経営に関与した経験はありませんが、財政分析を専門とする深い知見を有し、
社外取締役としての職務を適切に遂行していただけるものと判断しております。

(３)社外取締役としての在任期間は、本定時株主総会終結の時をもって、蒔山秀人氏は２年、阿久津正志氏は
１年となります。

(４)当社は、蒔山秀人氏及び阿久津正志氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として同取引所に届け出
ており、両氏の再任をご承認いただいた場合には、引き続き独立役員とする予定であります。また、野中郁
江氏の選任をご承認いただいた場合には、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として同取引所に届け出
る予定であります。
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第３号議案 当社株式等の大規模買付行為に関する対応方針の継続の件

当社は、2021年６月25日開催の当社定時株主総会にて株主のみなさまのご承認をいただき、
「当社株式等の大規模買付行為に関する対応策」（以下、「現プラン」といいます。）を継続いたしま
した。
現プランの有効期間は、本定時株主総会終結の時までであることから、当社では、企業価値・株

主共同の利益の確保・向上の観点から、継続の是非も含めその在り方について検討してまいりまし
た。その結果、当社取締役会では、情勢の変化や機関投資家の動向等を踏まえ、本定時株主総会に
おいて株主のみなさまにご承認いただくことを条件に、現プランの内容を踏まえる形で「当社株式
等の大規模買付行為に関する対応方針」（以下、「本プラン」といいます。）として、これを継続い
たしたいと存じます。なお、株主のみなさまにご承認いただいた場合、本プランの有効期間は、
2027年６月開催予定の当社定時株主総会の終結の時までとします。
なお、本プランを決定した取締役会には、社外監査役１名を含む当社監査役２名が出席し、本プ

ランの具体的運用が適正に行われることを条件として、当社株式等の大規模買付行為に関する対応
方針として相当であると判断される旨の意見を表明しています。
また、本プランの継続にあたり、一部文言の修正等を行いましたが、本プランの実質的内容に変

更はございません。

当社株式等の大規模買付行為に関する対応方針
Ⅰ．当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針
当社は、金融商品取引所に株式を上場している者として、市場における当社株式の自由な取引を

尊重し、特定の者による当社株式の大規模買付行為であっても、当社グループの企業価値ひいては
株主共同の利益の確保・向上に資するものである限り、これを一概に否定するものではありませ
ん。また、最終的には株式の大規模買付提案に応じるかどうかは株主のみなさまの決定に委ねられ
るべきだと考えています。
一方で、当社は、株主のみなさまをはじめ、お客さま、お取引先様及び従業員等のステークホル

ダーとの間に築かれた良好な関係を基本として、衣類を核とした事業領域で当社が長年培った「信
頼ある製品」「ブランド」「提案力」に対する信用こそが強みであり、これらを維持し促進すること
が当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上に資すると考えます。
大規模買付行為の中には、その目的等から判断して、あるいは当社に固有の企業価値の源泉を十

分に理解していないため、将来実現することのできる当社の企業価値・株主共同の利益を著しく損
なう可能性があるものや、その態様から大規模買付行為に応じることを株主のみなさまに強要する
おそれのあるものが含まれる可能性があります。
この点に関し、現行の金融商品取引法の下では、市場内での大規模買付行為は規制対象とならな

いことから、市場内での濫用的な大規模買付行為に対応することができません。加えて、公開買付
制度が適用される大規模買付行為に関しても、金融商品取引法で認められている買付者に対する質
問については意見表明報告書に質問を附すこともできますが、当該質問への対応についても、買付
者は対質問回答報告書を提出して回答する義務があるものの、十分な回答を行うとは限らないう
え、理由を附して回答を行わないこともできます。このように、公開買付制度が適用される大規模
買付行為であっても、株主及び投資家のみなさまに対して十分な情報開示がなされず、又は公開買
付けに応じるか否かを検討する時間を十分に確保することができないままに、その賛否の対応を迫
られる場合があることは否定できません。
そこで、当社取締役会は、株主や投資家のみなさまが買付者による大規模買付行為を評価する

際、買付者から一方的に提供される情報のみならず、現に当社の経営を担い当社の事業特性を十分
に理解している当社取締役会の大規模買付行為に対する意見等も含めた十分な情報が、適時・適切
に株主のみなさまへ提供されることが極めて重要になるものと考えております。また、付託された
者の責務として、株主のみなさまのために、必要な時間や情報の確保、株式の大規模買付提案者と
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の交渉などを行う必要があると考えています。

Ⅱ．基本方針の実現に資する特別な取り組みについて
１．企業価値向上への取り組み
(１)当社の経営理念

当社は、経営理念として “社訓” 及び “私たちの信条（Credo）” を掲げております。
《 社訓 》

道義を重んじる
共存同栄を旨とする
自立し協力する
社訓は永遠に変わらないツカモトグループの根本理念を表しています。
“道義” と “共存同栄” は創業時からの不滅の哲学・精神であります。
“道義を重んじる” とは、ただ法律を守るだけでなく、人として商売人として行うべき正

しい道、倫理観を大切にすることであり、“共存同栄を旨とする” とは、お取引先様との関係
のみならず、時代や環境の変化に応じてどう共存同栄するかであります。近江商人の「三方
よし」にもつながる考え方であり、現在はまさに地域や社会との共存同栄も重要であります。
また、“自立し協力する” は、事業体それぞれが切磋琢磨し競い合いながらも協力すべき時は
協力して全社一体感を醸成していくものであります。

《 私たちの信条（Credo） 》
ツカモトグループは、培った商人魂とフロンティア精神のもと、
美しさと快適を求める生活者に応え、
和文化の継承と流通革新の進展のため、前進する。
私たちの信条（Credo）は、文字どおり、クレド（Credo＝信条・信念）として中長期的

視野に立ったツカモトグループのあるべき姿、共通認識と決意を表しています。創業から
210年余、その中で培ってきた商人魂とフロンティア精神をこれからも活かして、和装、洋
装のみならずライフスタイル全般を通してお客さまに美しくて快適な生活空間を提案し、和
文化の継承と流通革新の進展に寄与することを使命とします。
その経営理念を元に、我々のあるべき姿を表したのがツカモトグループの企業スローガン

「美しい生活がいい」の言葉です。そこには、和装・洋装のみならずライフスタイル全般を通
し、お客さまに美しい生活空間を提案する企業であるべきという思いをこめております。

(２)当社の沿革・事業内容
当社の事業は1812年(文化９年)、近江商人の初代塚本定右衛門が小間物問屋『紅屋』を甲府柳

町にて創業し、その後、京都、東京、年号が昭和に変わってからは小樽へと店舗を開設して、「薄
利広商」を信条とし事業を継続しました。時代の変化にいち早く対応し、和装事業で培ったノウ
ハウを水平展開した当社は、アパレルや、企業様向けユニフォームを行う洋装事業、健康器具、
空調器具、浄水器を販売する健康・生活事業、ホームファニシング事業、建物の賃貸事業を展開
しております。
また、近江商人のモットー「三方よし」
買手よし
売手よし
世間よし

の精神を大切にし、自らの利益のみを求めるのでなく、多くのみなさまに喜ばれる商品を提供し、
利益が残ると社会に還元してまいりました。
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1876年 （明治 ９年）滋賀県に学校建築費として260円の寄付
1907年 （明治 40年）創業の地山梨県に大洪水が発生したため県に200円を寄付
1911年 （明治 44年）山梨県に再び大洪水が発生したため治山治水の植林事業に１万円を寄付、

のちにこの植林をした山は『塚本山』と呼ばれる

1919年 （大正 ８年）女子学校を設立、女子教育にいち早く取り組みました
1992年 （平成 ４年）滋賀県東近江市五箇荘川並の業祖発祥地に資料館『聚心庵』を開庵し、

現在も社会貢献、地域貢献の一端を担っております
(３)当社の強み

当社の強みは、経営理念として掲げる “社訓” 及び “私たちの信条（Credo）” に表わされてい
るように、自らの利益だけではなく、社会全般に目を配り、本当に必要な事業を行うという精神
にあり、その精神は２世紀を超えてもなお、ぶれることはありません。和装事業から洋装事業、
そして近年は生活雑貨や健康機器などの生活関連事業へと時代の変化にあわせ事業を多様化し、
現在はお客さまのライフスタイル全般を提案する企業体へと進化を遂げてきました。社員一人一
人が「商売の原点とは何か」を考え、失敗を恐れず新たな事業へと立ち向かい、自立し協力する
企業風土として息づいています。
また、持続可能な社会に向けた取り組みが世界で広がりつつありますが、当社は1812年の創業

時より社会貢献、地域貢献を積極的に行ってきた経緯があります。2001年にはISO14001認証
を取得し、いち早く環境に配慮した企業活動や商品・サービスの開発に取り組んでまいりました。
当社を取り巻く環境はこれからも変化し続けていくことが予想されますが、200年を超える歴史
に裏打ちされているように、それらを乗り越えて事業を継続していく不滅の哲学、精神が企業風
土として根付いていることも当社の強みであります。

２．企業の更なる維持・強化のための施策
当社グループは、上記、当社に固有の企業価値の源泉をさらに維持・強化するために、基本的

に以下の事項に取り組んでおります。
当社グループは、お客さまの生活美の創造を実現するために、時代の変化に合わせた商品・サ

ービスを提供し続けることを目指して、「成長と変革に向けての新たな挑戦」を掲げ、
2022-2024年度を計画期間とする中期経営計画の最終年度を迎えました。この計画期間におき
ましては、①消費者へのダイレクト提案、②成長拡大路線への回帰、③全営業部門の黒字化、④
効率経営の実践と生産性の向上、⑤コア事業の強靭化と新規事業開発の促進を５つの基本方針と
して、攻めと守りのメリハリをきかせた全社ポートフォリオの変革と事業単位の最適化を図り、
新事業領域の開発を推進して事業規模の縮小に歯止めをかけ、1株当たり年間配当額30円をベー
スとした継続的な株主還元の実施を目指しております。
既存事業につきましては、和装事業は催事事業の効率化による収益改善を図りながら、催事以

外での収益基盤構築に向けた小売事業の拡大や異業種への販売に注力するとともに、加工サービ
ス事業の収益拡大を進めて、赤字を縮小し、早期に黒字転換するための事業構造改革を進めてま
いります。洋装事業におけるアパレル事業は、ＯＥＭでの売上を維持しつつ、百貨店における自
主運営売場の拡大を進めることで黒字化を目指してまいります。ユニフォーム事業では、既存事
業におきましては直需販売の拡大、リネンサプライヤーとの取り組み強化、レンタルの拡大を進
める一方、新規事業の創出を目指して、新商材開発やサーキュラーファッションサービスの構築
に努めてまいります。健康・生活事業は事業構造の見直しを図り、通販事業、ＥＣ販売事業を営
業体制を変革させたうえで、黒字化への基盤づくりとして、競争優位性の高い商品開発、マーケ
ット構築による利益率の向上を進めます。また、ウォーターサーバーレンタルを中心とする「環
境配慮型」のＢｔｏＢ事業の推進、ＧＭＳや家電量販店の店頭売上の拡大を図ってまいります。
ホームファニシング事業は、ラルフローレンＯＥＭの受注を維持しつつ、Hanesホームコレクシ
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ョンのホールセールの拡大、ＢＩＹＯＭＡの常設店舗のオープンや自社ＥＣサイトの開設で小売
ビジネスの確立を目指してまいります。
既存事業の全営業部門の黒字化に向けて、営業キャッシュ・フローを重視した事業運営により、

一層の財務戦略の強化も引き続き図ってまいります。
ＥＳＧ対応につきましては、サステナビリティ基本方針にてその視点を取り入れたマテリアリ

ティ（重要課題）を特定しており、経営理念、環境方針（の基本理念・行動方針）、行動規範に基
づき、具体策に取り組んでいくことで、すべてのステークホルダーに誠実・公正に対応し、事業
活動を行うことにより、持続可能な社会の構築に積極的に役割を果たすとともに、企業価値の向
上と持続的な成長を目指してまいります。

３．コーポレート・ガバナンスに関する取り組み
企業倫理を重視し、かつ経営の健全化を図り、すべてのステークホルダーに対し、企業の社会的

責任を果たすべく、上記１．(１)「当社の経営理念」のグループ経営理念、社訓を定めております。
当社は、グループ経営理念の実践を通じて企業価値を向上していくことが、企業経営の基本であ

ると認識しております。この実現のためにコーポレート・ガバナンス体制の改善・強化は経営の重
要課題であります。当社は、この認識に基づき、東京証券取引所の独立役員の要件を満たす、社外
取締役・社外監査役の選任や、社外取締役を中心とする、指名委員会及び報酬委員会双方の役割を
持つ経営諮問委員会を設置しており、経営の監視・監督機能の強化に努めてまいります。
なお、現在当社は、社外取締役を３名、社外監査役を２名選任しており、その全員について東京

証券取引所に対して「独立役員」として届け出ております。

Ⅲ．基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防
止するための取り組み

１．本プランの目的
当社は、上記Ⅰ．「当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針」

のとおり、特定の者による当社株式等の大規模買付行為に対しては、何らかの対応が必要と考えま
すが、上場会社である以上、大規模買付行為を行おうとする者に対して株式を売却するか否かの判
断や、大規模買付行為を行おうとする者に対して会社の経営を委ねることの是非に関する最終的な
判断は、株主のみなさまのご意思に委ねられるべきものだと考えております。
しかしながら、株主や投資家のみなさまに適切な判断を行っていただくためには、その前提とし

て、上記のような当社固有の事業特性や当社及び当社グループの歴史を十分に踏まえていただいた
うえで、当社の企業価値とその価値を生み出している源泉について適切に把握をしていただくこと
が必要であると考えます。そして、大規模買付行為を行おうとする者による当社の支配株式の取得
が当社の企業価値やその価値の源泉に対してどのような影響を及ぼし得るかを把握するためには、
大規模買付行為を行おうとする者から提供される情報だけでは不十分な場合も容易に想定され、株
主のみなさまに適切な判断を行っていただくためには、当社固有の事業特性を十分に理解している
当社取締役会から提供される情報並びに、大規模買付行為を行おうとする者による支配株式の取得
行為に対する当社取締役会の評価・意見や、場合によっては当社取締役会による新たな提案を踏ま
えていただくことが必要であると考えます。
したがいまして、当社といたしましては、株主のみなさまに対して、これらの多角的な情報を分

析し、検討していただくための十分な時間を確保することが非常に重要であると考えております。
以上の見地から、当社は、上記の基本方針を踏まえ、大規模買付行為を行おうとする者に対して
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事前に大規模買付行為に関する必要な情報の提供及び考慮・交渉のための期間の確保を求めること
によって、当該大規模買付行為に応じるべきか否かを株主や投資家のみなさまが適切に判断される
こと、当社取締役会が、独立委員会（下記２．「本プランの概要」に定義されます。以下同じ）の
勧告を受けて当該大規模買付行為に対する賛否の意見又は当該大規模買付行為を行おうとする者が
提示する買収提案や事業計画等に代替する事業計画等（以下、「代替案」といいます。）を株主のみ
なさまに対して提示すること、あるいは、株主のみなさまのために大規模買付行為を行おうとする
者と交渉を行うこと等を可能とし、もって基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び
事業の方針の決定が支配されることを防止するための取り組みの一つとして、本プランの継続が必
要であるとの結論に達しました。

２．本プランの概要
本プランは、以下のとおり、当社株式等の大規模買付行為を行おうとする者が遵守すべきルー

ルを策定するとともに、条件を満たす場合には当社が対抗措置をとることによって、大規模買付
行為を行おうとする者に損害が発生する可能性があることを明らかにし、これらを適切に開示す
ることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さない当社株式等の大規模買付行為
を行おうとする者に対して、警告を行うものです。
なお、本プランにおいて当社取締役会は、対抗措置の発動等に当たって、当社取締役会の恣意的

判断を排除し、会社の経営事項を理解できる者が、株主や投資家のみなさまには入手困難な企業
秘密等の情報を入手したうえで買収提案等を評価するため、独立委員会規程（その概要について
は別紙1「独立委員会規程の概要」をご参照ください。）に従い、当社社外取締役、社外監査役、
又は社外の有識者（実績のある会社経営者、官庁出身者、弁護士、公認会計士もしくは学識経験
者又はこれらに準じる者）で、当社の業務執行を行う経営陣から独立した者のみから構成される
独立委員会（以下、「独立委員会」といいます。）を設置し、その勧告を最大限尊重するとともに、
株主及び投資家のみなさまに適時に情報開示を行うことにより透明性を確保することとしていま
す。本プラン継続時における独立委員会の委員には、別紙２「独立委員会委員の略歴」に記載の
５氏が就任する予定です。
なお、2024年３月31日現在における当社の大株主の状況は、44頁「２．(２)大株主(2024年

３月31日現在)」のとおりです。また、現時点において、当社が特定の第三者から当社株式等の大
規模買付行為を行う旨の提案を受けている事実はありません。

３．本プランの内容
(１)本プランに係る手続

① 対象となる大規模買付等
本プランは以下の(ⅰ)、(ⅱ)又は(ⅲ)に該当する当社株式等の買付け又はこれに類似する行

為（ただし、当社取締役会が承認したものを除きます。かかる行為を、以下、「大規模買付
等」といいます。）がなされる場合を適用対象とします。大規模買付等を行い、又は行おうと
する者（以下、「買付者等」といいます。）は、予め本プランに定められる手続に従わなけれ
ばならないものとします。

(ⅰ) 当社が発行者である株式等※１について、保有者※２の株式等保有割合※３が20％以上となる買
付け

(ⅱ) 当社が発行者である株式等※４について、公開買付け※５に係る株式等の株式等所有割合※６及
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びその特別関係者※７の株式等所有割合の合計が20％以上となる公開買付け
(ⅲ)上記(ⅰ)又は(ⅱ)に規定される各行為が行われたか否かにかかわらず、当社の特定の株主

が、当社の他の株主（複数である場合を含みます。以下本(ⅲ)において同じとします。）と
の間で行う行為であり、かつ当該行為の結果として当該他の株主が当該特定の株主の共同
保有者に該当するに至るような合意その他の行為、又は当該特定の株主と当該他の株主と
の間にその一方が他方を実質的に支配し若しくはそれらの者が共同ないし協調して行動す
る関係※８を樹立する行為※９（ただし、当社が発行者である株式等につき当該特定の株主と当
該他の株主の株式等保有割合の合計が20%以上となるような場合に限ります。）

② 「意向表明書」の当社への事前提出
買付者等におきましては、大規模買付等の実行に先立ち、当社取締役会に対して、当該買

付者等が大規模買付等に際して本プランに定める手続を遵守する旨の誓約文言等を記載した
書面（以下、「意向表明書」といいます。）を当社の定める書式により日本語で提出していた
だきます。「意向表明書」に、具体的には以下の事項を記載していただくとともに、買付者等
が会社その他の法人である場合には、その定款、履歴事項全部証明書（又はそれらに相当す
るもの）並びに直近５事業年度における単体及び連結ベースでの貸借対照表並びに損益計算
書を、併せて提出していただきます。

(ⅰ) 買付者等の概要
(イ) 氏名又は名称及び住所又は所在地
(ロ) 買付者等が会社その他の法人である場合には、その代表者、取締役（又はそれに相当す

る役職。以下同じ）それぞれの氏名及びその過去10年間の経歴
(ハ) 買付者等が会社その他の法人である場合には、会社等の目的及び事業の内容
(ニ) 買付者等が会社その他の法人である場合には、その直接・間接の大株主又は大口出資者

（持ち株割合又は出資割合上位10名）及び実質株主（出資者）の概要
(ホ) 国内連絡先
(ヘ) 買付者等が会社その他の法人である場合には、その設立準拠法
(ト) 主要な出資先の名称、本社所在地及び事業内容並びにそれらの主要出資先に対する持株

割合ないし出資割合
(ⅱ) 買付者等が現に保有する当社の株式等の数、及び意向表明書提出前60日間における買付

者等の当社の株式等の取引状況
(ⅲ) 買付者等が提案する大規模買付等の概要（買付者等が大規模買付等により取得を予定する

当社の株式等の種類及び数、並びに大規模買付等の目的（支配権取得もしくは経営参加、
純投資もしくは政策投資、大規模買付等の後の当社の株式等の第三者への譲渡等、又は重
要提案行為等※10その他の目的がある場合には、その旨及び内容。なお、目的が複数ある場
合にはそのすべてを記載していただきます。）を含みます。）

③ 「本必要情報」の提供
上記②の「意向表明書」をご提出いただいた場合には、買付者等におきましては、以下の

手順に従い、当社に対して、大規模買付等に対する株主及び投資家のみなさまのご判断並び
に当社取締役会及び独立委員会の評価・検討等のために必要かつ十分な情報（以下、「本必要
情報」といいます。）を日本語で提供していただきます。
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まず、当社は、買付者等に対して「意向表明書」を提出していただいた日から10営業日※11

（初日不算入）以内に、当初提出していただくべき情報を記載した「情報リスト」を上記②
(ⅰ)(ホ)の国内連絡先に発送いたしますので、買付者等には、かかる「情報リスト」に従って
十分な情報を当社に提出していただきます。
また、上記の「情報リスト」に従い買付者等から提供していただいた情報では、大規模買

付等の内容及び態様等に照らして、株主及び投資家のみなさまのご判断並びに当社取締役会
及び独立委員会の評価・検討等のために不十分であると当社取締役会又は独立委員会が合理
的に判断する場合には、当社取締役会及び独立委員会が別途請求する追加の情報を買付者等
から提供していただきます。但し、当社取締役会及び独立委員会は、買付者等に対して合理
的な範囲を超える本必要情報の開示を要求し、又は大規模買付等を断念させることを目的と
して、買付者等に対して延々と本必要情報の提供を求めるなど、本プランの主旨を逸脱する
ような運用は行わないことといたします。
なお、大規模買付等の内容及び態様等にかかわらず、以下の各項目に関する情報は、原則

として「情報リスト」の一部に含まれるものとします。
(ⅰ) 買付者等及びそのグループ（主要な株主又は出資者（直接であるか間接であるかは問い

ません。以下同じ）、重要な子会社・関連会社、共同保有者※12、特別関係者及びファン
ドの場合は各組合員その他の構成員及び投資に関する助言を継続的に行っている者を含
みます。以下同じ）の詳細（沿革、具体的名称、資本構成、事業内容、財務内容、及び
過去10年以内における法令違反行為の有無（及びそれが存する場合にはその概要）、並
びに役員の氏名、職歴及び過去における法令違反行為の有無（及びそれが在する場合に
はその概要）等を含みます。）

(ⅱ)買付者等及びそのグループの内部統制システム（グループ内部統制システムを含みま
す。）の具体的内容及び当該システムの実効性の有無ないし状況

(ⅲ)大規模買付等の目的（「意向表明書」において開示していただいた目的の詳細）、方法及
び内容（経営参画の意思の有無、大規模買付等の対価の種類及び金額、大規模買付等の
時期、関連する取引の仕組み、買付予定の株式等の数及び買付等を行った後における株
式等所有割合、大規模買付等の方法の適法性、大規模買付等及び関連する取引の実現可
能性、並びに大規模買付等の後に当社株式等が上場廃止となる見込みがある場合にはそ
の旨及び理由を含みます。なお、大規模買付等の方法の適法性については資格を有する
弁護士による意見書を併せて提出していただきます。）

(ⅳ)大規模買付等の対価の算定根拠（算定の前提事実、算定方法、算定に用いた数値情報及
び大規模買付等に係る一連の取引により生じることが予想されるシナジーの内容、算定
の際に第三者の意見を聴取した場合における当該第三者の名称、意見の概要及び当該意
見を踏まえて金額を決定するに至った経緯を含みます。）

(ⅴ)大規模買付等の資金の裏付け（資金の提供者（実質的提供者（直接であるか間接である
かは問いません）を含みます。）の具体的名称、調達方法及び関連する取引の内容（資金
提供が実行されるための条件の有無及び内容、資金提供後の担保ないし誓約事項の有無
及び内容、関連する取引の具体的内容）等を含みます。）

(ⅵ)大規模買付等に際しての第三者との間における意思連絡（当社に対する重要提案行為等
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を行うことに関する意思連絡を含みます。以下同じ）の有無及び意思連絡がある場合は
その内容及び当該第三者の概要

(ⅶ)買付者等及びそのグループによる、当社の株式等の保有状況、当社の株式等又は当社若
しくは当社グループの事業に関連する資産を原資産とするデリバティブその他の金融派
生商品の保有状況及び契約状況、並びに当社の株式等の貸株、借株及び空売り等の状況

(ⅷ)買付者等が既に保有する当社の株式等に関する貸借契約、担保契約、売戻契約、売買の
予約その他の重要な契約又は取決め（以下、「担保契約等」といいます。）がある場合に
は、その契約の種類、契約の相手方及び契約の対象となっている株式等の数量等の当該
担保契約等の具体的内容

(ⅸ)買付者等が大規模買付等において取得を予定する当社の株式等に関し担保契約等の締結
その他第三者との間の合意の予定がある場合には、予定している合意の種類、契約の相
手方及び契約の対象となっている株式等の数量等の当該合意の具体的内容

(ⅹ)大規模買付等の後における当社及び当社グループの経営方針、事業計画、資本政策及び
配当政策（大規模買付等の後における当社資産の売却、担保提供その他の処分に関する
計画を含みます。）

(ⅺ)大規模買付等の後における当社及び当社グループの役員、従業員、労働組合、取引先、
顧客及び当社施設等が所在する地方公共団体その他の当社に係る利害関係者の処遇等の
方針

(ⅻ)当社の他の株主との利益相反を回避するための具体的方策
(xⅲ)大規模買付等に関し適用される可能性のある国内外の法令等に基づく規制事項、国内外

の政府又は第三者から取得すべき私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律、外
国為替及び外国貿易法その他の法令等に基づく承認又は許認可等の取得の可能性
（なお、これらの事項については、資格を有する弁護士による意見書を併せて提出してい
ただきます。）

(xⅳ)大規模買付等の後における当社グループの経営に関して必要な国内外の法令等に基づく
許認可の維持の可能性及び国内外の法令等の規制遵守の可能性

(xv)反社会的勢力ないしテロ関連組織との関連性の有無（直接的であるか間接的であるかを
問いません。）及び関連が存在する場合にはその詳細

当社取締役会は、大規模買付等の提案があった事実及び当社取締役会に提出された「意向
表明書」「情報リスト」については、速やかに独立委員会に提供します。独立委員会は、下記
⑤「対抗措置の発動に関する独立委員会の勧告」に従い、買付者等が本プランに規定する手
続きを遵守しているか否かの判断、さらに、遵守した場合において、対抗措置の発動の是非
又は対抗措置の発動のための株主総会招集について諮問することといたします。
また、大規模買付等の提案があった事実及び当社取締役会に提出された本必要情報は、株

主のみなさまの判断のため、法令及び当社が上場する金融商品取引所規則の遵守を前提に独
立委員会の意見も勘案し当社取締役会が適切と判断する時点で、その全部又は一部を公表い
たします。
なお、当社取締役会は、買付者等による本必要情報の提供が十分になされたと認めた場合、

また、当社取締役会又は独立委員会が追加的に情報提供を求めたのに対し、買付者等から当
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該情報の提供が難しいことにつき合理的な説明がある場合には、追加的に求めた情報がすべ
て揃わない場合でも、買付者等との情報提供に関する交渉を終了し、その旨を買付者等に通
知（以下、「情報提供完了通知」といいます。）するとともに、その旨を直ちに開示し、次に
述べる当社取締役会による評価・検討を開始することとします。

④ 取締役会評価期間の設定等
当社取締役会は、情報提供完了通知を行った後、その翌日を起算日として、大規模買付等の

評価の難易度等に応じて、以下の(ⅰ)又は(ⅱ)の期間を、当社取締役会による評価、検討、交
渉、意見形成及び代替案立案のための期間（以下、「取締役会評価期間」といいます。）として
設定し、直ちに開示いたします。
(ⅰ) 対価を現金（円価）のみとする当社全株式等を対象とする公開買付けの場合には最大60

日間
(ⅱ) その他の大規模買付等の場合には最大90日間
上記(ⅰ)(ⅱ)いずれにおいても、取締役会評価期間は、評価・検討のために不十分であると

取締役会及び独立委員会が合理的に認める場合に限り、延長できるものとしますが、延長の期
間は最大30日間とします。その場合は、具体的延長期間及び当該延長期間が必要とされる具
体的理由を買付者等に通知するとともに株主及び投資家のみなさまに開示いたします。
当社取締役会は、取締役会評価期間内において、必要に応じて適宜外部専門家等の助言を得

ながら、買付者等から提供された本必要情報を十分に評価・検討し、当社の企業価値・株主共
同の利益の確保・向上の観点から、買付者等による大規模買付等の内容の検討等を行うものと
します。当社取締役会は、これらの検討等を通じて、大規模買付等に関する当社取締役会とし
ての意見を慎重にとりまとめ、買付者等に通知するとともに、適時かつ適切に株主及び投資家
のみなさまに開示いたします。また、必要に応じて、買付者等との間で大規模買付等に関する
条件・方法について交渉し、さらに、当社取締役会として、株主及び投資家のみなさまに代替
案を提示することもあります。

⑤ 対抗措置の発動に関する独立委員会の勧告
独立委員会は、買付者等が出現した場合において、以下の手続に従い、取締役会評価期間内

に、当社取締役会に対して対抗措置の発動の是非に関する勧告を行うものとします。独立委員
会の判断が、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上に資するようになされることを確
保するために、独立委員会は、当社の費用で、当社の業務執行を行う経営陣から独立した第三
者（投資銀行、証券会社、フィナンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタ
ント、学識経験者その他の専門家を含みます。）の助言を得ることができるものとします。な
お、独立委員会が当社取締役会に対して以下の(ⅰ)又は(ⅱ)に定める勧告をした場合には、当
社取締役会は、当該勧告の事実とその概要、その他当社取締役会が適切と判断する事項につい
て、直ちに開示いたします。
(ⅰ) 買付者等が本プランに規定する手続を遵守しない場合

独立委員会は、買付者等が本プランに規定する手続きを遵守しない場合（買付者等から
提出された情報が株主のみなさまの判断並びに独立委員会の検討、評価及び意見形成のた
めに必要な本必要情報として不十分であると合理的な根拠をもって判断される場合並びに
独立委員会が定めた回答期限までに買付者等から追加情報が提出されなかった場合を含み
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ます。）で、当社取締役会がその是正を書面により当該買付者等に対して要求した後５営
業日（初日不算入）以内に当該違反が是正されない場合には、具体的な買付方法の如何に
かかわらず、独立委員会は、当社の企業価値及び株主共同の利益を守ることを目的とし
て、対抗措置を発動するよう当社取締役会に勧告することがあります。当社取締役会は、
独立委員会の勧告を最大限尊重し、対抗措置の発動又は不発動について速やかに最終的な
決議を行い、その理由も含め公表いたします。

(ⅱ) 買付者等が本プランに規定する手続を遵守した場合
独立委員会は、買付者等が本プランに規定する手続きを遵守したと認める場合には、原

則として当社取締役会に対して対抗措置の不発動を勧告します。
当社取締役会は、仮に当該大規模買付等に反対であったとしても、反対意見の表明、代

替案の提示又は株主のみなさまへの説得等を行う可能性はありますが、原則として、大規
模買付等に対する対抗措置の発動は行いません。買付者等の買付提案に応じるか否かは、
株主のみなさまにおいて、当該買付提案の内容及びそれに対する当社取締役会の意見、代
替案等をご考慮のうえ、ご判断いただくことになります。
但し、独立委員会は、本プランに規定する手続きが遵守されている場合であっても、当

該大規模買付等が、別紙３「当社の企業価値・株主共同の利益を著しく損なうと認められ
る類型」に掲げる事由により、当社の企業価値及び株主共同の利益を著しく損なうものと
認められ、かつ対抗措置の発動を相当と判断する場合には、取締役会評価期間中に、当社
取締役会に対し判断の内容及び根拠を説明したうえで、対抗措置発動の勧告、又は対抗措
置の発動の是非を決するための株主総会を招集する旨の勧告（以下、「株主総会招集勧告」
といいます。）を行います。独立委員会が株主総会招集勧告を行う場合には、取締役会は、
下記⑥．「取締役会の決議、株主意思の確認」に従って手続きを進めるものとします。

⑥ 取締役会の決議、株主意思の確認
当社取締役会は、上記⑤「対抗措置の発動に関する独立委員会の勧告」に定める独立委員会

の勧告を最大限尊重し、かかる勧告を踏まえて当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上
という観点から速やかに対抗措置の発動又は不発動の決議を行うものとします。
なお、独立委員会が株主総会招集勧告を行った場合、当社取締役会は、実務上開催が著しく

困難な場合を除き、実務上可能な限り最短の時間で株主意思確認のための株主総会（以下、
「株主意思確認総会」といいます。）を招集し、対抗措置の発動に関する議案を付議します。株
主意思確認総会は、定時株主総会又は臨時株主総会とあわせて開催する場合もあります。当社
取締役会において株主意思確認総会の開催を決定した場合には、取締役会評価期間はその時点
を以て終了するものとします。当該株主意思確認総会にて、対抗措置の発動に関する議案が可
決された場合には、当社取締役会は株主意思確認総会における決定に従い、対抗措置の発動に
関する決議を行い、必要な手続を行います。一方、当該株主意思確認総会において、対抗措置
の発動に関する議案が否決された場合には、当社取締役会は、対抗措置の不発動に関する決議
を行います。株主意思確認総会における投票は、当社の通常の株主総会における普通決議に準
ずるものとし、賛否を決するものとします。
当社取締役会は、上記の決議を行った場合には、当該決議の概要その他当社取締役会及び独

立委員会が適切と判断する事項について、また株主意思確認総会を実施した場合には、投票結
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果その他取締役会及び独立委員会が適切と判断する事項について、直ちに開示いたします。
⑦ 対抗措置発動の停止

当社取締役会が上記⑥「取締役会の決議、株主意思の確認」の手続に従い対抗措置の発動を
決議した後又は発動後においても、(ⅰ)買付者等が大規模買付等を中止した場合又は(ⅱ)対抗
措置を発動するか否かの判断の前提となった事実関係等に変動が生じ、かつ、当社の企業価
値・株主共同の利益の確保・向上という観点から対抗措置の発動が相当でないと考えられる状
況に至った場合には、独立委員会に諮問したうえで、当社取締役会は対抗措置の停止の決議を
行うものとします。
当社取締役会は、上記決議を行った場合、当該決議の概要その他当社取締役会が適切と判断

する事項について、直ちに情報開示を行います。
⑧ 大規模買付等の開始

買付者等は、本プランに規定する手続を遵守するものとし、取締役会において対抗措置の発
動又は不発動の決議がなされるまでは大規模買付等を開始することはできないものとします。

(２) 本プランにおける対抗措置の具体的内容
当社取締役会が上記(１)⑥「取締役会の決議、株主意思の確認」に記載の決議に基づき発動す

る対抗措置は、新株予約権（以下、「本新株予約権」といいます。）の無償割当てとします。
本新株予約権の無償割当ての概要は、別紙４「新株予約権無償割当ての概要」に記載のとおり

といたします。
当社取締役会は、対抗措置の発動を決議した後又は発動後においても、上記(１)⑦「対抗措置

発動の停止」に記載のとおり、対抗措置発動の停止を決定することがあります。例えば、対抗措
置として当社取締役会が本新株予約権の無償割当てを決議した場合において、買付者等が大規模
買付等を中止し、当社取締役会が上記(１)⑦「対抗措置発動の停止」に記載の決議を行った場合
には、本新株予約権の無償割当てについて設定した基準日に係る権利落ち日の前日までにおいて
は本新株予約権の無償割当てを中止し、本新株予約権の無償割当ての効力発生日以後、本新株予
約権の行使期間の開始日の前日までにおいては当社が無償で本新株予約権を取得する等の方法
で、対抗措置の発動を停止することができるものとします。

(３) 本プランの有効期間、廃止及び変更
本プランの有効期間は、本定時株主総会において承認が得られた場合には、当該承認決議の時

から2027年６月開催予定の定時株主総会終結の時までとします。
ただし、かかる有効期間の満了前であっても、当社の株主総会において本プランの変更又は廃

止の決議がなされた場合には、本プランは当該決議に従い、その時点で変更又は廃止されるもの
とします。また、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会により本プランの廃
止の決議がなされた場合には、本プランはその時点で廃止されるものとします。
なお、当社取締役会は、会社法、金融商品取引法、その他の法令もしくは金融商品取引所規則

の変更又はこれらの解釈・運用の変更、又は税制、裁判例等の変更に伴う形式的な変更が必要と
判断した場合は、随時、独立委員会の承認を得たうえで、本プランを修正し、又は変更すること
ができるものとします。他方、当社取締役会が、本プランの内容について当社株主のみなさまに
実質的な影響を与えるような変更を行う場合には、改めて直近で開催される株主総会に付議し株
主のみなさまのご承認をいただくことといたします。
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当社は、本プランを廃止又は本プランの内容について当社株主のみなさまに実質的な影響を与
えるような変更を行った場合には、当該廃止又は変更の事実及び（変更の場合には）変更内容そ
の他当社取締役会が適切と認める事項について、直ちに開示いたします。

４．本プランの合理性
本プランは、経済産業省及び法務省が2005年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益

の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の
確保・向上の原則、事前開示・株主意思の原則、必要性・相当性確保の原則）を充足しており、か
つ、企業価値研究会が2008年６月30日に公表した「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の
在り方」の内容を踏まえています。
また、直近の2021年６月11日に公表された改訂版「コーポレートガバナンス・コード」の「原

則1-5．いわゆる買収防衛策」に示された考え方や、経済産業省が2023年８月31日に公表した
「企業買収における行動指針」その他の買収への対応方針に関する実務・議論を踏まえた内容とな
っており、高度の合理性を有するものです。
(１)企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則

本プランは、上記１．「本プランの目的」に記載のとおり、当社株式等に対する大規模買付等が
なされた際に、当該大規模買付等に応じるべきか否かを株主のみなさまがご判断し、あるいは当
社取締役会が提示した代替案を株主のみなさまに周知する機会を確保し、株主のみなさまのため
に買付者等と交渉を行うことなどを可能とすることにより、当社の企業価値・株主共同の利益を
確保し、向上させるという目的をもって継続されるものです。

(２)事前開示・株主意思の原則
当社は、本プランを本定時株主総会における株主のみなさまのご承認を条件として継続いたし

ますが、上記３．(３)「本プランの有効期間、廃止及び変更」に記載したとおり、本定時株主総
会においてご承認いただいた後も、その後の当社株主総会において本プランの変更又は廃止の決
議がなされた場合には、本プランも当該決議に従い変更又は廃止されることになります。従いま
して、本プランの継続及び廃止には、株主のみなさまのご意思が十分反映される仕組みとなって
います。

(３)必要性・相当性確保の原則
① 独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示の徹底

当社は、上記２．「本プランの概要」に記載のとおり、本プランに基づく大規模買付等への
対抗措置の発動等に関する取締役会の恣意的判断を排し、取締役会の判断及び対応の客観性及
び合理性を確保することを目的として独立委員会を設置し、当社取締役会は、対抗措置の発動
又は不発動の決議等に際して独立委員会の勧告を最大限尊重いたします。
また、当社は、独立委員会の判断の概要について株主及び投資家のみなさまに情報開示を行

うこととし、当社の企業価値・株主共同の利益に資するよう本プランの透明な運営が行われる
仕組みを確保しています。

② 合理的な客観的発動要件の設定
本プランは、上記３．「本プランの内容」に記載のとおり、予め定められた合理的かつ客観

的な発動要件が充足されなければ発動されないように設定されており、当社取締役会による恣
意的な発動を防止するための仕組みを確保しています。
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③ デッドハンド型もしくはスローハンド型買収防衛策ではないこと
上記３．(３)「本プランの有効期間、廃止及び変更」に記載のとおり、本プランは、当社の

株主総会で選任された取締役で構成される取締役会により、いつでも廃止することができるも
のとされています。従って、本プランは、デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過
半数を交代させても、なお発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。
また、当社は業務執行取締役の任期を１年としているため、本プランはスローハンド型買収

防衛策（取締役会の構成員の交代を一度に行うことができないため、その発動を阻止するのに
時間を要する買収防衛策）でもありません。

５．株主及び投資家のみなさまへの影響
(１) 本プランの継続時に株主及び投資家のみなさまに与える影響

本プランの継続時には、本新株予約権の発行自体は行われません。従って、本プランがその継
続時に株主のみなさまの有する当社株式に係る法的権利及び経済的利益に対して直接具体的な影
響を与えることはありません。
なお、前述の３．(１)⑤「対抗措置の発動に関する独立委員会の勧告」に記載のとおり、買付

者等が本プランを遵守するか否かにより当該買付行為に対する当社の対応方針が異なりますの
で、株主及び投資家のみなさまにおかれましては、買付者等の動向にご注意ください。

(２) 本新株予約権の無償割当て時に株主及び投資家のみなさまに与える影響
当社取締役会が対抗措置の発動を決定し、本新株予約権の無償割当てを行う場合には、別途定

める割当て期日における株主名簿に記録された株主のみなさまに対し、その保有する株式１株に
つき本新株予約権１個を上限とした割合で、本新株予約権が無償にて割当てられます。このよう
な仕組み上、本新株予約権の無償割当て時においても、株主のみなさまが保有する当社株式１株
当たりの価値の希釈化は生じるものの、保有する当社株式全体の価値の希釈化は生じないことか
ら、株主のみなさまの有する当社株式に係る法的権利及び経済的利益に対して直接具体的な影響
を与えることは想定しておりません。
ただし、買付者等につきましては、この対抗措置の発動により、結果的に、法的権利又は経済

的利益に何らかの影響が生じる場合があります。
なお、当社取締役会が、本新株予約権の無償割当ての決議をした場合であっても、上記３．

(１)⑦「対抗措置発動の停止」に記載の手続等に従い当社取締役会が対抗措置発動の停止を決定
した場合には、当社株式の株価に相応の変動が生じる可能性があります。例えば、本新株予約権
の無償割当てを受けるべき株主が確定した後において、当社が対抗措置の発動の停止を実施し本
新株予約権を無償取得して新株を交付しない場合には、株主のみなさまが保有する当社株式１株
当たりの経済的価値の希釈化は生じないことになるため、当社株式１株当たりの経済的価値の希
釈化が生じることを前提にして売買を行った株主及び投資家のみなさまは、株価の変動により損
害を被る可能性がある点にご留意ください。
また、本新株予約権の行使又は取得に関して差別的条件を付す場合には、当該行使又は取得に

際して、買付者等の法的権利、経済的利益に影響が生じることが想定されますが、この場合であ
っても、買付者等以外の株主のみなさまの有する当社株式に係る法的権利及び経済的利益に対し
て直接具体的な影響を与えることは想定しておりません。

(３) 本新株予約権の無償割当てに伴う株主のみなさまの手続
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本新株予約権の無償割当て期日における最終の株主名簿に記録された株主のみなさまは、当該
新株予約権の無償割当ての効力発生日において、当然に新株予約権者となるため、申込みの手続
は不要です。
また、当社が取得条項を付した新株予約権取得の手続をとる場合には、買付者等以外の株主の

みなさまにおかれましては、新株予約権の行使価格相当の金銭を払い込むことなく、当社による
新株予約権取得の対価として当社株式を受領することになるため、当該新株予約権に関する払込
み等の手続は不要となります。
以上のほか、割当て方法、行使の方法、当社による取得の方法及び株式の交付方法等の詳細に

ついては、本新株予約権の無償割当てに関する当社取締役会の決議が行われた後、当社は、その
手続の詳細に関して、適用ある法令及び金融商品取引所規則に基づき、適時かつ適切に開示又は
通知を行いますので、当該開示又は通知の内容をご確認ください。

以 上

※ 1 金融商品取引法第27条の23第１項に規定される「株券等」を意味するものとします。以下別段の定めが
ない限り同じとします。なお、本プランにおいて引用される法令等に改正（法令名の変更や旧法令等を継
承する新法令等の制定を含みます。）があった場合には、本プランにおいて引用される法令等の各条項は、
当社取締役会が別途定める場合を除き、当該改正後においてこれらの法令等の各条項を実質的に継承する
法令等の各条項に読み替えられるものとします。

※ 2 金融商品取引法第27条の23第１項に規定される保有者をいい、同条第３項に基づき保有者に含まれる者
を含みます。以下同じとします。

※ 3 金融商品取引法第27条の23第４項に規定される「株券等保有割合」を意味するものとします。以下同じ
とします。

※ 4 金融商品取引法第27条の２第１項に規定される「株券等」を意味するものとします。以下(ⅱ)において同
じとします。

※ 5 金融商品取引法第27条の２第６項に規定される「公開買付け」を意味するものとします。以下同じとしま
す。

※ 6 金融商品取引法第27条の２第８項に規定される「株券等所有割合」を意味するものとします。以下同じと
します。

※ 7 金融商品取引法第27条の２第７項に規定される「特別関係者」をいいます。ただし、同項第１号に掲げる
者については、発行者以外の者による株券等の公開買付けの開示に関する内閣府令第３条第２項で定める
者を除きます。以下同じとします。

※ 8 「当該特定の株主と当該他の株主との間にその一方が他方を実質的に支配し若しくはそれらの者が共同な
いし協調して行動する関係」が樹立されたか否かの判定は、新たな出資関係、業務提携関係、取引ないし
契約関係、役員兼任関係、資金提供関係、信用供与関係、デリバティブや貸株等を通じた当社株式等に関
する実質的な利害関係等の形成や、当該特定の株主及び当該他の株主が当社に対して直接・間接に及ぼす
影響等を基礎に行うものとします。

※ 9 本文の(ⅲ)所定の行為がなされたか否かの判断は、当社取締役会が独立委員会の勧告に基づき合理的に行
うものとします。なお、当社取締役会は、上記(ⅲ)の要件に該当するか否かの判定に必要とされる範囲に
おいて、当社の株主に対して必要な情報の提供を求めることがあります。
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※10 金融商品取引法第27条の26第１項、金融商品取引法施行令第14条の８の２第１項、及び株券等の大量保
有の状況の開示に関する内閣府令第16条に規定される「重要提案行為等」をいいます。以下同じとしま
す。

※11 営業日とは、行政機関の休日に関する法律第１条第１項各号に掲げる日以外の日をいいます。
※12 金融商品取引法第27条の23第５項に規定される「共同保有者」をいい、同条第６項に基づき「共同保有

者」とみなされる者を含みます。以下同じとします。
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別紙１

独立委員会規程の概要

１．独立委員会は、当社取締役会の決議により、大規模買付等への対抗措置の発動等に関する取締役
会の恣意的判断を排し、取締役会の判断及び対応の客観性及び合理性を担保することを目的とし
て、取締役会の諮問機関として設置される。

２．独立委員は３名以上とし、当社の業務執行を行う経営陣から独立した、社外取締役、社外監査役、
又は社外有識者（実績のある会社経営者、官庁出身者、弁護士、公認会計士、学識経験者又はこ
れらに準じる者）のいずれかに該当する者の中から、当社取締役会の決議に基づき選任される。
なお、当社は、独立委員との間で、善管注意義務及び秘密保持義務に関する規程を含む契約を締
結する。

３．独立委員会の委員の任期は、選任の時から３年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関す
る定時株主総会の終結の日又は別途当該独立委員と当社が合意した日までとする。ただし、当社
取締役会の決議により別段の定めをした場合はこの限りではない。

４．独立委員会は、当社代表取締役又は各独立委員が招集する。
５．独立委員会の議長は、各独立委員の互選により選定される。
６．独立委員会の決議は、原則として独立委員全員が出席し、その過半数をもってこれを行う。ただ

し、独立委員のいずれかに事故がある時その他特段の事由がある時は、独立委員の過半数が出席
し、その過半数をもってこれを行う。

７．独立委員会は、当社取締役会の諮問に基づき、以下の各号に記載される事項について審議のうえ
決議し、その決議内容を、理由を付して当社取締役会に対して勧告する。
(１) 本プランに係る対抗措置の発動の是非（発動に関して予め株主意思の確認を得ることの是

非を含む）
(２) 本プランに係る対抗措置の中止又は発動の停止
(３) 本プランの廃止及び変更
(４) その他本プランに関連して当社取締役会が任意に独立委員会に諮問する事項
各独立委員は、独立委員会における審議及び決議においては、専ら当社の企業価値・株主共同の
利益に資するか否かの観点からこれを行うことを要し、自己又は当社の経営陣の個人的利益を図
ることを目的としてはならない。

８．独立委員会は、必要に応じて当社の取締役又は従業員その他必要と認める者を出席させ、独立委
員会が求める事項に関する意見又は説明を求めることができる。

９．独立委員会は、その職務の遂行に当たり、当社の費用で、当社の業務執行を行う経営陣から独立
した外部専門家（投資銀行、証券会社、フィナンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、
コンサルタント、学識経験者その他の専門家を含む。）から助言を得ることができる。

以 上
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別紙２
独立委員会委員の略歴

独立委員会委員の略歴（五十音順）
阿久津 正志 （あくつ まさし）（1970年８月17日生）

2000年 12月 弁護士登録
2008年 ９月 阿久津総合法律事務所開設
2015年 ６月 一般財団法人伝統的工芸品産業振興協会 監事（現任）
2021年 ６月 株式会社サンクゼール 社外取締役（監査等委員）（現任）
2023年 ６月 当社取締役(現任)
※当社は同氏を、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。

河合 信之 （かわい のぶゆき）（1963年５月９日生）
2012年 11月 国際刑事警察機構（インターポール）副総裁
2023年 １月 公益財団法人国際交通安全学会 専務理事（現任）
2023年 ６月 当社監査役(現任)
※当社は同氏を、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。

下道 敏実 （したみち としみ）（1958年12月16日生）
1993年 ５月 税理士登録
2011年 ２月 株式会社中央会計事務所代表取締役
2014年 10月 税理士法人中央会計事務所設立・代表社員(現任)
2018年 ６月 当社監査役(現任)
※当社は同氏を、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。

野中 郁江 （のなか いくえ）（1952年12月13日生）
2000年 ４月 明治大学商学部教授
2022年 ４月 明治大学名誉教授(現任)
2024年 ６月 当社取締役就任予定
※2024年６月開催予定の定時株主総会において、野中郁江氏の選任をご承認いただいた場合
は、同氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出る予定でおります。

蒔山 秀人 （まきやま ひでと）（1959年８月22日生）
1982年 ４月 塚本商事株式会社（現 当社）入社（1987年３月退社）
2015年 ４月 東急住宅リース株式会社 取締役常務執行役員
2022年 ６月 当社取締役(現任) 東急住宅リース株式会社 顧問（現任）
※当社は同氏を、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。

※上記５氏と当社との間において、顧問契約等の関係はございません。
以 上
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別紙３

当社の企業価値・株主共同の利益を著しく損なうと認められる類型

１．買付者等が真に会社経営に参加する意思がないにもかかわらず、ただ株価をつり上げて高値で当
社の株式等を当社関係者に引き取らせる目的で当社の株式等の取得を行っている又は行おうとし
ている者（いわゆるグリーンメイラー）であると判断される場合

２．当社の会社経営を一時的に支配して当社又は当社グループ会社の事業経営上必要な知的財産権、
ノウハウ、企業秘密情報、主要取引先又は顧客等の当社又は当社グループ会社の資産を当該買付
者等又はそのグループ会社等に移転する目的で当社の株式等の取得を行っていると判断される場
合

３．当社の会社経営を支配した後に、当社又は当社グループ会社の資産を当該買付者等又はそのグル
ープ会社等の債務の担保や弁済原資として流用する目的で、当社の株式等の取得を行っていると
判断される場合

４．当社の会社経営を一時的に支配して、当社又は当社グループ会社の事業に当面関係していない不
動産、有価証券等の高額資産等を売却等により処分させ、その処分利益をもって一時的に高配当
をさせるか、あるいはかかる一時的高配当による株価の急上昇の機会を狙って、当社の株式等の
高価売り抜けをする目的で、当社の株式等の取得を行っていると判断される場合

５． 買付者等の提案する当社の株式等の買付方法が、いわゆる強圧的二段階買収（最初の買付けで当
社の株式等の全部の買付けを勧誘することなく、二段階目の買付条件を不利に設定し、あるいは
明確にしないで、公開買付け等の株式等の買付等を行うことをいいます。）等の、株主のみなさ
まの判断の機会又は自由を制約し、事実上、株主に当社の株式等の売却を強要するおそれがある
と判断される場合

６．買付者等の提案する当社の株式等の買付条件（買付対価の種類及び金額、当該金額の算定根拠、
その他の条件の具体的内容（当該取得の時期及び方法を含みます。）、違法性の有無並びに実現可
能性等を含むがこれらに限られません。）が、当社の企業価値に照らして著しく不十分又は不適
切なものであると判断される場合

７．買付者等による支配権の取得により、当社株主はもとより、当社の企業価値の源泉である顧客、
従業員その他の利害関係者との関係を破壊し、その結果、当社の企業価値・株主共同の利益の著
しい毀損が予想されるなど、当社の企業価値・株主共同の利益の確保又は向上を著しく妨げるお
それがあると判断される場合

８．買付者等が支配権を取得する場合の当社の企業価値が、中長期的な将来の企業価値との比較にお
いて、当該買付者等が支配権を取得しない場合の当社の企業価値に比べ、著しく劣後すると判断
される場合

９．買付者等が公序良俗の観点から当社の支配株主として著しく不適切であると判断される場合
10．その他１．から９．までに準じる場合で、当社の企業価値・株主共同の利益を著しく損なうと判

断される場合
以 上
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別紙４

新株予約権無償割当ての概要

１．本新株予約権の割当て総数
本新株予約権の割当て総数は、本新株予約権の無償割当てに関する取締役会決議（以下、「本新

株予約権無償割当て決議」といいます。）において当社取締役会が別途定める一定の日（以下、「割
当て期日」といいます。）における当社の最終の発行済株式総数（ただし、同時点において当社の
有する当社株式の数を除きます。）と同数を上限として、当社取締役会が本新株予約権無償割当て
決議において別途定める数とします。

２．割当対象株主
割当て期日における最終の株主名簿に記録された株主に対し、その所有する当社普通株式（ただ

し、同時点において、当社の有する当社株式を除きます。）１株につき１個を上限として、当社取
締役会が本新株予約権無償割当て決議において別途定める割合で本新株予約権の無償割当てをしま
す。

３．本新株予約権の無償割当ての効力発生日
本新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が別途定める日とします。

４．本新株予約権の目的である株式の種類及び数
本新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、本新株予約権１個当たりの目的であ

る株式の数（以下、「対象株式数」といいます。）は、１株を上限として当社取締役会が本新株予約
権無償割当て決議において別途定める数とします。ただし、当社が株式の分割又は株式の併合等を
行う場合は、所要の調整を行うものとします。

５．本新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及び価格
本新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、本新株予約権の行使に際して出資され

る財産の当社普通株式１株当たりの金額は１円以上で当社取締役会が本新株予約権無償割当て決議
において別途定める額とします。

６．本新株予約権の譲渡制限
本新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要するものとします。

７．本新株予約権の行使条件
(１)特定大量保有者※13、(２)特定大量保有者の共同保有者、(３)特定大量買付者※14、(４)特定大量

買付者の特別関係者、もしくは(５)これら(１)から(４)までの者から本新株予約権を当社取締役会
の承認を得ることなく譲受けもしくは承継した者、又は、(６)これら(１)から(５)までに該当する
者の関連者※15（これらの者を総称して、以下、「非適格者」といいます。）は、本新株予約権を行使
することができないものとします。なお、本新株予約権の行使条件の詳細については、本新株予約
権無償割当て決議において別途定めるものとします。

８．当社による本新株予約権の取得
当社は、当社取締役会が別途定める日において、非適格者以外の者が所有する本新株予約権を取

得し、これと引き替えに本新株予約権１個につき対象株式数の当社普通株式を交付することができ
るものとします。なお、非適格者が有する本新株予約権の取得の対価として、金銭等の経済的な利
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益の交付は行わないこととします。本新株予約権の取得条件の詳細については、本新株予約権無償
割当て決議において別途定めるものとします。

９．対抗措置発動の中止等の場合の無償取得
当社取締役会が対抗措置の発動を停止した場合、その他本新株予約権無償割当て決議において当

社取締役会が別途定める場合には、当社は、本新株予約権の全部を無償にて取得することができる
ものとします。

10．本新株予約権の行使期間等
本新株予約権の行使期間その他必要な事項については、当社取締役会が本新株予約権無償割当て

決議において別途定めるものとします。
以 上

※13 当社が発行者である株式等の保有者で、当該株式等に係る株式等保有割合が20％以上である者、又は、こ
れに該当することとなると当社取締役会が認める者をいいます。ただし、その者が当社の株式等を取得・
保有することが当社の企業価値・株主共同の利益に反しないと当社取締役会が認めた者その他本新株予約
権無償割当て決議において当社取締役会が別途定める者は、これに該当しないこととします。以下同じと
します。

※14 公開買付けによって当社が発行者である株式等（金融商品取引法第27条の２第１項に定義される株券等を
意味します。以下本注において同じとします。）の買付け等（金融商品取引法第27条の２第１項に定義さ
れる買付け等を意味します。以下同じとします。）を行う旨の公告を行った者で、当該買付け等の後にお
けるその者の所有（これに準ずるものとして金融商品取引法施行令第７条第１項に定めるものを含みま
す。）に係る株式等の株式等所有割合がその者の特別関係者の株式等所有割合と合計して20％以上となる
者、又は、これに該当することとなると当社取締役会が認める者をいいます。ただし、その者が当社の株
式等を取得・保有することが当社の企業価値・株主共同の利益に反しないと当社取締役会が認めた者その
他本新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が別途定める者は、これに該当しないこととしま
す。以下同じとします。

※15 ある者の「関連者」とは、実質的にその者を支配し、その者に支配されもしくはその者と共同の支配下に
ある者（当社取締役会がこれらに該当すると認めた者を含みます。）、又はその者と協調して行動する者と
して当社取締役会が認めた者をいいます。なお「支配」とは、他の会社等の「財務及び事業の方針の決定
を支配している場合」（会社法施行規則第３条第３項に定義される場合をいいます。）をいいます。
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ご参考
スキルマトリックス
本定時株主総会において第２号議案が原案どおり承認された場合の役員体制及び当社が特に期待する専門性は以
下のとおりとなります。なお、これらは各役員が有する知見のすべてを表すものではございません。

氏 名 地 位
性別 専門的経験分野・貢献期待分野 経営諮問

委員会 役割・資格等男

性

女

性

企業

経営

マーケティング

営業

財務

会計

ガバナンス

リスク管理
国際性

人事

法務

百瀬 二郎 取締役 ◯ ○ ○ ○ ○ 営業本部長

田中 文人 取締役 ◯ ○ ○ ○ ○ コーポレート本部
長

西 村 隆 取締役 ◯ ○ ○ ○ 営業本部副本部長
商事事業本部長

齋川 敏明 取締役 ◯ ○ ○ ○ エイム事業本部長
新規担当

角田 英二 取締役 ◯ ○ 〇 〇 コーポレート本部
副本部長

蒔山 秀人 社外取締役 ◯ ○ ○ ◆ 東急住宅リース
株式会社顧問

阿久津 正志 社外取締役 ◯ 〇 〇 ◇
弁護士
阿久津総合法律
事務所所長

野中 郁江 社外取締役 ◯ ◯ ◯ ◇ 明治大学名誉教授

小野田 克巳 監査役 ◯ ○ ○

下道 敏実 社外監査役 ◯ ○ ○ ◇
税理士
税理士法人
中央会計事務所
代表社員

河合 信之 社外監査役 ◯ ○ ○ ◇
公益財団法人
国際交通安全学会
専務理事

◆＝経営諮問委員会委員長 ◇＝経営諮問委員会委員

以 上
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事 業 報 告
(20232024

年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで)

１．企業集団の現況に関する事項
(１)事業の経過及びその成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響から脱し、社会・経
済活動が正常化したことに伴い、インバウンド需要の増加などにより景気は緩やかな回復の基調
で推移しました。
一方、緊迫化する国際情勢に起因するエネルギー資源や原材料の高騰、さらには外国為替相場

における大幅な円安の進行など、依然として景気は不透明な状況が続いています。
このような環境下にあって当社グループは、円安の影響が残る中、調達コスト、販売価格の見

直しを行い売上総利益率の改善や、販売費及び一般管理費における経費削減に努めたものの、一
部事業で受注額が減少したことやテレビ等の通信販売が不振に終わったこと等が大きく影響し、
大幅な減収となりました。
厳しい経営環境下ではありますが、当社グループは、2022-2024 年度を計画期間とする中期

経営計画に基づき、引き続きコア事業の強靭化と新規事業開発の促進を行うとともに、消費者へ
のダイレクト提案やコスト削減による効率経営の実践と経営資源の有効活用による生産性の向上
に注力してまいります。培った商人魂とフロンティア精神のもと、モノを製造するだけではな
く、そこから生まれるサービスをどう広げられるかを追求し、伝統の継承とともに改革を実行す
ることで、企業価値の向上に努めてまいります。
以上の結果、当連結会計年度における連結業績は、売上高は97億9千8百万円(前期比23.9％

減)、営業損失は2億2千2百万円 (前連結会計年度は営業利益1千4百万円)、経常利益は5千7百
万円(前期比57.9％減)、親会社株主に帰属する当期純利益は1億7千4百万円（前期比168.9％
増）となりました。

セグメントの状況は以下のとおりです。

（和装事業）
ツカモト市田株式会社における和装事業につきましては、不採算催事からの撤退を進めたこと

もあり売上減となりましたが、当社主催による催事が好調に推移したことにより損益は改善しま
した。

以上の結果、当事業分野の売上高は9億8千万円（前期比18.4％減）、セグメント損失（営業
損失）は1億円（前連結会計年度はセグメント損失1億1千2百万円）となりました。

（洋装事業）
メンズ事業、レディス・ＯＥＭ事業につきましては、円安傾向が続いたこと、主要得意先によ

るメーカーや工場への直接発注が進んだことにより受注額が減少し大幅な減収となりました。
ユニフォーム事業につきましては、ユニフォーム商品の案件が減少したことにより減収となり

ましたが、調達コスト、販売価格の見直し等により利益率が向上したこと、及び経費削減に努め
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たことにより損益は改善しました。
以上の結果、当事業分野の売上高は44億3千4百万円（前期比14.2％減）、セグメント損失

（営業損失）は1億2千5百万円（前連結会計年度はセグメント損失1億7千2百万円）となりまし
た。

（ホームファニシング事業）
ホームファニシング事業につきましては、前年度に特需としてあった春夏物の一括納品がなく

なったことにより大幅な減収となりましたが、黒字基調は続いております。
以上の結果、当事業分野の売上高は7億9千8百万円（前期比65.0％減）、セグメント利益（営

業利益）は2千3百万円（前期比92.3％減）となりました。

（健康・生活事業）
健康・生活事業につきましては、ＧＭＳや家電量販店での販売は好調に推移しましたが、主力

であるテレビ等の通信販売不振が大きく影響したことにより大幅な減収となりました。
以上の結果、当事業分野の売上高は24億1百万円（前期比25.4％減）、セグメント損失（営業

損失）は3億3千9百万円（前連結会計年度はセグメント損失2億5千4百万円）となりました。

（建物の賃貸業）
建物の賃貸業につきましては、テナント状況に大きな変化もなく、前連結会計年度並みに推

移しました。
以上の結果、当事業分野の売上高は10億5千2百万円（前期比0.8％増）、セグメント利益（営

業利益）は5億8千6百万円（前期比5.3％増）となりました。
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(２)資金調達等についての状況
① 資金調達の状況

該当事項はありません。
② 設備投資の状況

当連結会計年度に実施いたしました設備投資の総額は2千万円であります。
設備投資の主なものは、本社ビルの改修及び自社利用のソフトウェアの取得によるものです。

(３)企業集団の財産及び損益の状況

期 別
区 分

第102期

( 2020年4月
2021年3月

1
31

日から
日まで)

第103期

( 2021年4月
2022年3月

1
31

日から
日まで)

第104期

( 2022年4月
2023年3月

1
31

日から
日まで)

第105期(当期)

( 2023年4月
2024年3月

1
31

日から
日まで)

売 上 高(百万円) 17,849 15,658 12,879 9,798
経 常 利 益(百万円) 264 300 136 57
親会社株主に帰属する当期純利益又は
親会社株主に帰属する当期純損失(△)(百万円) 146 △329 65 174

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失(△)(円) 36.71 △82.58 16.20 43.39

総 資 産(百万円) 27,237 26,524 25,808 28,175
純 資 産(百万円) 11,830 11,528 11,900 13,726

(注) １．１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失（△）は、期中平均発行済株式総数(自己株式数を
控除した株式数)により算出しております。

２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第103期の期首から適
用しており、第103期以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標
等となっております。
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(４)対処すべき課題
当社グループは、お客さまの生活美の創造を実現するために、時代の変化に合わせた商品・サ

ービスを提供し続けることを目指して、「成長と変革に向けての新たな挑戦」を掲げ、
2022-2024年度を計画期間とする中期経営計画の最終年度を迎えました。この計画期間におき
ましては、①消費者へのダイレクト提案、②成長拡大路線への回帰、③全営業部門の黒字化、④
効率経営の実践と生産性の向上、⑤コア事業の強靭化と新規事業開発の促進を５つの基本方針と
して、攻めと守りのメリハリをきかせた全社ポートフォリオの変革と事業単位の最適化を図り、
新事業領域の開発を推進して事業規模の縮小に歯止めをかけ、1株当たり年間配当額30円をベー
スとした継続的な株主還元の実施を目指しております。

既存事業につきましては、和装事業は催事事業の効率化による収益改善を図りながら、催事以
外での収益基盤構築に向けた小売事業の拡大や異業種への販売に注力するとともに、加工サービ
ス事業の収益拡大を進めて、赤字を縮小し、早期に黒字転換するための事業構造改革を進めてま
いります。洋装事業におけるアパレル事業は、ＯＥＭでの売上を維持しつつ、百貨店における自
主運営売場の拡大を進めることで黒字化を目指してまいります。ユニフォーム事業では、既存事
業におきましては直需販売の拡大、リネンサプライヤーとの取り組み強化、レンタルの拡大を進
める一方、新規事業の創出を目指して、新商材開発やサーキュラーファッションサービスの構築
に努めてまいります。健康・生活事業は事業構造の見直しを図り、通販事業、ＥＣ販売事業の営
業体制を変革させたうえで、黒字化への基盤づくりとして、競争優位性の高い商品開発、マーケ
ット構築による利益率の向上を進めます。また、ウォーターサーバーレンタルを中心とする「環
境配慮型」のＢｔｏＢ事業の推進、ＧＭＳや家電量販店の店頭売上の拡大を図ってまいります。
ホームファニシング事業は、ラルフローレンＯＥＭの受注を維持しつつ、Hanesホームコレクシ
ョンのホールセールの拡大、ＢＩＹＯＭＡの常設店舗のオープンや自社ＥＣサイトの開設で小売
ビジネスの確立を目指してまいります。
既存事業の全営業部門の黒字化に向けて、営業キャッシュ・フローを重視した事業運営によ

り、一層の財務戦略の強化も引き続き図ってまいります。
ＥＳＧ対応につきましては、サステナビリティ基本方針にてその視点を取り入れたマテリアリ

ティ（重要課題）を特定しており、経営理念、環境方針（の基本理念・行動方針）、行動規範に
基づき、具体策に取り組んでいくことで、すべてのステークホルダーに誠実・公正に対応し、事
業活動を行うことにより、持続可能な社会の構築に積極的に役割を果たすとともに、企業価値の
向上と持続的な成長を目指してまいります。
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(５)企業集団の主要な事業セグメント（2024年３月31日現在）
当社グループは、主として各種繊維製品の企画・製造を行い、全国の百貨店、小売専門店、量

販店などに対して販売することを事業内容としております。

事 業 別 主 要 営 業 品 目

和 装 振袖、留袖、訪問着、小紋、紬、帯、ゆかた、祝着、毛皮・皮革製品、装身具、
宝石、貴金属等

洋 装 婦人服、婦人セーター・ブラウス、紳士服、紳士セーター、カジュアルウエア、
ユニフォーム、販促用商品、子供・婦人服地等

ホームファニシング タオル、ホームファニシング等
健 康 ・ 生 活 健康・環境分野の生活関連機器等
建 物 の 賃 貸 建物の賃貸

(６)企業集団の主要拠点等及び使用人の状況
① 企業集団の主要拠点等（2024年３月31日現在）

名 称 所 在 地
株式会社ツカモトコーポレーション 東京都 中 央 区 日本橋本町一丁目6番5号

事業部

ユニフォーム・SP事業部 東京都 中 央 区 日本橋本町一丁目6番5号
ホーム・ファッション事業部 東京都 中 央 区 日本橋本町一丁目6番5号
エ イ ム 事 業 部 東京都 中 央 区 日本橋本町一丁目6番5号
新 規 担 当 東京都 中 央 区 日本橋本町一丁目6番5号

子会社
ツカモト市田株式会社 東京都 中 央 区 日本橋本町一丁目6番5号

京 都 店 京都府 京 都 市 上京区一観音町428
ツカモトウェルネス株式会社 東京都 中 央 区 日本橋本町一丁目6番5号

② 企業集団の使用人の状況（2024年３月31日現在）

従 業 員 数 前期末比増減
188（ 29 ）名 10名減

(注) 従業員数は就業人員数(当社グループからグループ外部への出向者は除く)であり、臨時従業
員数(臨時販売員、アルバイト等)は( )内に期中平均人員を外数で記載しております。
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(７)重要な子会社の状況（2024年３月31日現在）

会 社 名 資 本 金 出 資 比 率 主要な事業内容
百万円 ％

ツ カ モ ト 市 田 株 式 会 社 95 100.00 和 装 繊 維 品 卸 売 業
ツカモトウェルネス株式会社 95 100.00 サウナ設備・機器の販売及び設置

(８)主要な借入先及び借入額（2024年３月31日現在）

借 入 先 借 入 残 高
百万円

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 2,793
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 1,558
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 988
株 式 会 社 滋 賀 銀 行 650
農 林 中 央 金 庫 520
西 武 信 用 金 庫 500
株 式 会 社 常 陽 銀 行 450
株 式 会 社 横 浜 銀 行 200
株 式 会 社 南 都 銀 行 100
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２．株式に関する事項
(１)株式の状況(2024年３月31日現在)

①発行可能株式総数 7,938,000株
②発行済株式の総数 4,035,837株

（自己株式 33,910株を除く）
③当事業年度末の株主数 6,081名

(２)大株主(2024年３月31日現在)

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
千株 ％

フ リ ー ジ ア ・ マ ク ロ ス 株 式 会 社 566 14.04
明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 200 4.96
株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 170 4.23
株 式 会 社 レ ン テ ィ ッ ク 142 3.52
株 式 会 社 ア ド バ ン ス ト ・ メ デ ィ ア 139 3.46
ツ カ モ ト 共 栄 会 135 3.35
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 125 3.11
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 116 2.88
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 112 2.80
三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 信 託 銀 行 株 式 会 社 100 2.50
（注）１．所有株式数の千株未満は切り捨てて表示しております。

２．持株比率は発行済株式の総数から自己株式数を控除して計算しております。

(３)当事業年度中に職務執行の対価として役員に交付した株式の状況
当社は、取締役（社外取締役を除く、以下「対象取締役」という。）に対して当社の企業価値

の継続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、株主のみなさまとの価値共有を進め
ることを目的に、対象取締役を対象とする譲渡制限付株式報酬制度を導入しております。
当事業年度においては、対象取締役４名に対し、職務執行の対価として、17,050株交付して

おります。
（注）当社の株式報酬の内容につきましては、48頁「３．（３）⑤非金銭報酬としての譲渡制限付株式報酬

制度の導入」に記載のとおりであります。
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3．会社役員に関する事項
(１)取締役及び監査役の氏名等(2024年３月31日現在)

地 位 氏 名 担当 重要な兼職の状況

代表取締役社長 百 瀬 二 郎 営業本部長

代表取締役
副 社 長 田 中 文 人 コーポレート本部長

（人事担当、賃貸事業担当）

常務取締役 西 村 隆 営業本部副本部長
兼商事事業本部長

常務取締役 齋 川 敏 明 新規担当
兼エイム事業本部長

ツカモトウェルネス株式会社代表取締役社長

取 締 役 角 田 英 二
コーポレート本部副本部長
（経営戦略担当
総務・経理・情報担当）

取 締 役 大 友 純 明治大学リバティアカデミー講師
明治大学名誉教授

取 締 役 蒔 山 秀 人 東急住宅リース株式会社顧問

取 締 役 阿久津 正 志

阿久津総合法律事務所所長
一般財団法人伝統的工芸品産業振興協会監事
株式会社サンクゼール社外取締役（監査等委
員）

常勤監査役 小野田 克 巳

監 査 役 下 道 敏 実 税理士法人中央会計事務所代表社員
税理士

監 査 役 河 合 信 之 公益財団法人国際交通安全学会専務理事
（注）１．取締役大友純氏、蒔山秀人氏及び阿久津正志氏は、会社法第2条第15号に定める社外取締役でありま

す。また、各氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し同取引所に届け出ております。
２．監査役下道敏実氏及び河合信之氏は、会社法第2条第16号に定める社外監査役であります。また、両

氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し同取引所に届け出ております。
３．監査役下道敏実氏は税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するもので

あります。
４．取締役角田英二氏は、2023年６月27日開催の第104回定時株主総会において、新たに選任され就任い

たしました。
５．取締役阿久津正志氏は、2023年６月27日開催の第104回定時株主総会において、新たに選任され就任

いたしました。
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６．監査役河合信之氏は、2023年６月27日開催の第104回定時株主総会において、新たに選任され就任い
たしました。

７．取締役田中利和氏は、2023年６月27日開催の第104回定時株主総会終結の時をもって任期満了とな
り、取締役を退任いたしました。

８．監査役西郷正実氏は、2023年６月27日開催の第104回定時株主総会終結の時をもって任期満了とな
り、監査役を退任いたしました。

(２)役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約（D＆O保険）を保険

会社との間で締結し、被保険者が職務に起因して損害賠償責任を負った場合における損害等を当
該保険契約により填補することとしております。なお、故意又は重過失に起因する損害賠償請求
は上記保険契約により填補されません。
当該役員等賠償責任保険契約の被保険者は、当社取締役及び当社監査役であり、すべての被保

険者がその保険料の10％を負担しております。また、当該保険の契約期間は１年間であります。
(３)当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等
① 取締役及び監査役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

当社は取締役及び監査役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針(以下「決定方針」といいま
す。)を取締役会にて「役員報酬に関する内規細則」として定めており、その決定方法は社外役
員を中心とする経営諮問委員会に諮問するとともに「取締役報酬及び評価」、「監査役の報酬決
定基準」により決定しております。
決定方針の内容の概要としては、短期インセンティブとして貢献度加減算を、中長期インセ

ンティブとして功労加算の仕組みを導入し、業績連動型報酬制度として運用しております。
取締役個人別の報酬等の内容の決定に当たっては、取締役会は経営諮問委員会からの答申を

尊重し、慎重に検討したうえ、決定方針に沿うものであると判断しております。
監査役の報酬は、固定報酬のみで構成され、各監査役の報酬額は、監査役の協議によって決

定しております。
ア．取締役及び監査役の報酬等の額又はその算定方法の決定方針及び決定に関わる方針の権限

を有する者及びその権限の内容と裁量の範囲
ａ．氏名又は名称 ： 取締役会
ｂ．権限の内容及び裁量の範囲
ⅰ．基本方針、報酬体系及び報酬の種類別の算定方法の決定
ⅱ．株主総会において決定した報酬総額の範囲内での支給総額の決定
ⅲ．経営諮問委員会の意見を参考とした個別支給額の決定

イ．取締役及び監査役の報酬等の額又はその算定方法の決定方針及び決定に関わる委員会
ａ．委員会の名称 ： 経営諮問委員会
ｂ．委員会の手続きの内容

代表取締役社長より基本方針、報酬体系及び算定方法等を経営諮問委員会に示し、委
員会はこれらの内容について審議、評価を行い取締役会に意見として答申いたします。

ｃ．経営諮問委員会の構成
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経営諮問委員会は、取締役会の決議によりその内容によって原則３名以上の社外役員
で構成され、委員長は社外取締役が務めます。
同委員会の構成は次のとおりです。

役 職 氏 名 委員在任期間
社外取締役(委員長) 大 友 純 ９年
社外取締役 蒔 山 秀 人 ２年
社外取締役 阿久津 正志 １年
社外監査役 下 道 敏 実 ６年
社外監査役 河 合 信 之 １年
② 取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項

当社取締役及び監査役の金銭報酬の額は、2018年６月27日開催の第99回定時株主総会に
おいて取締役の報酬を年額240百万円以内(うち社外取締役分は20百万円以内)、監査役の報酬
を年額60百万円以内と決議しております。なお、取締役の報酬には使用人兼取締役の使用人
分の給与は含まないものとしております。
当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は７名(うち、社外取締役は２名)、監査役は３名

であります。
③ 役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬の総額 報酬等の額(百万円) 対象となる

役員の員数(名)(百万円) 基本報酬 業績連動報酬 非金銭報酬
取締役 189 167 △1 22 ９

(うち社外取締役) (18) (18) (−) (−) (４)
監査役 21 21 − − ４

(うち社外監査役) (8) (8) (−) (−) (３)
合 計 210 189 △1 22 13

( うち社外役員 ) (26) (26) (−) (−) (７)
(注)当社の役員ごとの連結報酬等の総額等

連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。
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④ 業績連動報酬等に関する事項
当社の役員報酬は基本報酬と業績連動報酬により構成されており、基本報酬に関しては経営

諮問委員会に諮問するとともに、「役員報酬に関する内規細則」に則り当社取締役会にて決定
しております。また、業績連動報酬は社外取締役を除く取締役のみを対象としております。企
業の財政状態を見るうえで、重要な指標である経常利益を用いて、担当部門の実績に応じて７
段階で評価され基本報酬の15％増から10％減まで評価されます。これを経営諮問委員会より
答申を受け、当社取締役会にて最終決定しております。
当事業年度を含む経常利益の推移は40頁「１．(３)企業集団の財産及び損益の状況」に記載

のとおりであります。
⑤ 非金銭報酬としての譲渡制限付株式報酬制度の導入

2021年６月25日開催の第102回定時株主総会の決議により、当社の取締役（社外取締役を
除く、以下「対象取締役」という。）に対して当社の企業価値の持続的な向上を図るインセン
ティブを与えるとともに、株主のみなさまとの価値共有を進めることを目的に、対象取締役を
対象とする譲渡制限付株式報酬制度を導入しております。対象取締役に対して従来の取締役報
酬額とは別枠で、総額を年額35百万円以内、株式数の上限を１事業年度あたり普通株式２万
株としております。
当該定時株主総会終結時点の対象取締役の員数は４名でありました。

(４)社外役員に関する事項
① 重要な兼職先である他の法人等と当社との関係

氏 名 兼 職 先 兼任の職務 当 社 と の 関 係

大 友 純 明治大学 リバティアカデミー講師
名誉教授 特別の関係はありません。

蒔 山 秀 人 東急住宅リース株式会社 顧問 特別の関係はありません。

阿久津 正 志
阿久津総合法律事務所
一般財団法人伝統的工芸品産業
振興協会
株式会社サンクゼール

所長
監事
社外取締役（監査等委員）

特別の関係はありません。

下 道 敏 実 税理士法人中央会計事務所 代表社員 特別の関係はありません。
河 合 信 之 公益財団法人国際交通安全学会 専務理事 特別の関係はありません。
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② 社外役員の主な活動状況

区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

社外取締役 大 友 純

当事業年度に開催された取締役会には16回中16回のすべてに出席し、必
要に応じ、マーケティング論の専門的見地から、主に営業活動に関する発言
を行っております。また、上記のほか、経営諮問委員会の委員長を務め、当
該事業年度開催の当該委員会のすべて(２回)に出席するなど、その検討プロ
セスにおいて主導的な役割を果たしていただき、独立した客観的立場から経
営陣の監督に努めていただきました。これらにより、社外取締役として期待
される役割を果たしていただいております。

社外取締役 蒔 山 秀 人

当事業年度に開催された取締役会には16回中16回のすべてに出席し、会
社経営の経験から、主に企業経営、賃貸事業に関する発言を行っておりま
す。また、上記のほか、経営諮問委員会の委員として、当該事業年度開催の
当該委員会のすべて(２回)に出席するなど、独立した客観的立場から経営陣
の監督に努めていただきました。これらにより、社外取締役として期待され
る役割を果たしていただいております。

社外取締役 阿久津 正 志

就任後開催された取締役会には13回中12回に出席し、弁護士として、ま
た、他社での経営の経験から、主に企業のガバナンス強化に関する発言を行
っております。上記のほか、就任後開催された経営諮問委員会（１回）に出
席するなど、経営を法務的な観点で監督していただきました。これらによ
り、社外取締役として期待される役割を果たしていただいております。

社外監査役 下 道 敏 実

当事業年度に開催された取締役会には16回中16回のすべてに、また、監
査役会には12回中12回のすべてに出席し、必要に応じ、主に税理士として
の専門的見地から財務報告に関する発言を行っていただき、独立した客観的
立場から経営の監査に努めていただきました。これらにより、社外監査役と
して期待される役割を果たしていただいております。

社外監査役 河 合 信 之

就任後開催された取締役会には、13回中13回のすべてに、また、就任後
開催された監査役会には、10回中10回のすべてに出席し、必要に応じ、グ
ローバルな視点でリスク管理とコンプライアンスに関する発言を行い、グル
ープのガバナンス強化に努めていただきました。これらにより、社外監査役
としての期待される役割を果たしていただいております。
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③ 責任限定契約の内容の概要
当社と各社外取締役及び各社外監査役とは、会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第

423条第１項に定める損害賠償責任について責任限定契約を締結しております。
当該契約に基づく損害賠償責任につき、会社法第425条第1項に規定する最低責任限度額を

もって、損害賠償責任の限度としております。
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４．会計監査人に関する事項
(１)会計監査人の名称

新創監査法人

(２)当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
当事業年度に係る会計監査人の監査報酬等の額 36百万円
当社及び当社子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 36百万円
(注)１．当社と会計監査人との監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の額を

区別しておりませんので、上記の額にはこれらの合計額を記載しております。
２．監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、過年度

の監査計画における監査項目別、階層別監査時間の実績及び報酬額の推移並びに会計監査人の職務遂
行状況を確認し、当事業年度の監査計画及び報酬額の妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等に
ついて会社法第399条第1項の同意を行っております。

(３)解任又は不再任の決定の方針
会計監査人が会社法第340条第1項各号のいずれかに該当すると認められる場合、また、会社

法、公認会計士法等の法令違反による懲戒処分や監督官庁からの処分を受けた場合、監査役会は、
監査役全員の同意により会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、
解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告い
たします。
また、上記の場合のほか、監査役会は会計監査人の適格性、独立性を害する事由の発生により、

適正な監査の遂行が困難であると認められる場合、会計監査人の不再任を株主総会に提案いたし
ます。
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５．会社の支配に関する基本方針
当社は当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、

その主な内容は次のとおりであります。
(１)基本方針の内容

当社は、金融商品取引所に株式を上場している者として、市場における当社株式の自由な取引
を尊重し、特定の者による当社株式の大規模買付行為であっても、当社グループの企業価値ひい
ては株主共同の利益の確保・向上に資するものである限り、これを一概に否定するものではあり
ません。また、最終的には株式の大規模買付提案に応じるかどうかは株主のみなさまの決定に委
ねられるべきだと考えています。
一方で、当社は、株主のみなさまをはじめ、お客さま、お取引先様及び従業員等のステークホ

ルダーとの間に築かれた良好な関係を基本として、衣類を核とした事業領域で当社が長年培った
「信頼ある製品」「ブランド」「提案力」に対する信用こそが強みであり、これらを維持し促進する
ことが当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上に資すると考えます。
大規模買付行為の中には、その目的等から判断して、あるいは当社に固有の企業価値の源泉を

十分に理解していないため、将来実現することのできる当社の企業価値・株主共同の利益を著し
く損なう可能性があるものや、その態様から大規模買付行為に応じることを株主のみなさまに強
要するおそれのあるものが含まれる可能性があります。
そこで、当社取締役会は、株主や投資家のみなさまが買付者による大規模買付行為を評価する

際、買付者から一方的に提供される情報のみならず、現に当社の経営を担い当社の事業特性を十
分に理解している当社取締役会の大規模買付行為に対する意見等も含めた十分な情報が、適時・
適切に提供されることが極めて重要になるものと考えております。また、付託された者の責務と
して、株主のみなさまのために、必要な時間や情報の確保、株式の大規模買付提案者との交渉な
どを行う必要があると考えています。

(２)基本方針の実現に資する特別な取り組みについて
企業価値向上への取り組み
当社の経営理念
当社は、経営理念として “社訓” 及び “私たちの信条（Credo）” を掲げております。

《 社訓 》
道義を重んじる
共存同栄を旨とする
自立し協力する

社訓は永遠に変わらないツカモトグループの根本理念を表しています。
“道義” と “共存同栄” は創業時からの不滅の哲学・精神であります。
“道義を重んじる” とは、ただ法律を守るだけでなく、人として商売人として行うべき正し

い道、倫理観を大切にすることであり、“共存同栄を旨とする” とは、お取引先様との関係の
みならず、時代や環境の変化に応じてどう共存同栄するかであります。近江商人の「三方よ
し」にもつながる考え方であり、現在はまさに地域や社会との共存同栄も重要であります。
また、“自立し協力する” は、事業体それぞれが切磋琢磨し競い合いながらも協力すべき時は
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協力して全社一体感を醸成していくものであります。
《 私たちの信条（Credo） 》

ツカモトグループは、
培った商人魂とフロンティア精神のもと、
美しさと快適を求める生活者に応え、
和文化の継承と流通革新の進展のため、前進する。

私たちの信条(Credo)は、文字どおり、クレド(Credo＝信条・信念)として中長期的視野に
立ったツカモトグループのあるべき姿、共通認識と決意を表しています。創業から210有余
年、その中で培ってきた商人魂とフロンティア精神をこれからも活かして、和装、洋装のみな
らずライフスタイル全般を通してお客さまに美しくて快適な生活空間を提案し、和文化の継承
と流通革新の進展に寄与することを使命とします。
その経営理念を元に、我々のあるべき姿を表したのがツカモトグループの企業スローガン

「美しい生活がいい Amenity & Beauty Company」の言葉です。
(３)基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを
防止するための取り組み
当社は、上記(１)「基本方針の内容」のとおり、特定の者による当社株式等の大規模買付行為

に対しては、何らかの対応が必要と考えますが、上場会社である以上、大規模買付行為を行おう
とする者に対して株式を売却するか否かの判断や、大規模買付行為を行おうとする者に対して会
社の経営を委ねることの是非に関する最終的な判断は、株主のみなさまのご意思に委ねられるべ
きものだと考えております。
しかしながら、大規模買付行為を行おうとする者の中には、その目的等から企業価値、株主共

同の利益を損なう懸念のある場合もあります。
従いまして当社は、株主のみなさまに対して、これらの多角的な情報を分析し、検討していた

だくための十分な時間を確保することが非常に重要であると考え、2021年１月開催の取締役会
において、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定め、い
わゆる事前警告型の買収防衛策として、「当社株式等の大規模買付行為に関する対応策」(以下
「本プラン」といいます。)を導入いたしました。本プランは、当社取締役会の決議により導入し
たものですが、株主総会の決議や株主総会で選任された取締役で構成される取締役会の決議で廃
止することができるなど、株主の総体的意思によってこれを廃止できる手段が設けられており、
後述のとおり経済産業省及び法務省が2005年５月27日に発表した「企業価値・株主共同利益の
確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める株主意思の原則を充足しております。

(４)本プランの概要
本プランは、以下のとおり、当社株式等の大規模買付行為を行おうとする者が遵守すべきルー

ルを策定するとともに、条件を満たす場合には当社が対抗措置を取ることによって、大規模買付
行為を行おうとする者に損害が発生する可能性があることを明らかにし、これらを適切に開示す
ることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さない当社株式等の大規模買付行為
を行おうとする者に対して、警告を行うものです。
なお、本プランにおいて当社取締役会は、対抗措置の発動等に当たって、当社取締役会の恣意
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的判断を排除し、会社の経営事項を理解できる者が、株主や投資家のみなさまには入手困難な企
業秘密等の情報を入手したうえで買収提案等を評価するため、独立委員会規程に従い、当社社外
取締役、社外監査役、又は社外の有識者(実績のある会社経営者、官庁出身者、弁護士、公認会計
士もしくは学識経験者又はこれらに準じる者）で、当社の業務執行を行う経営陣から独立した者
のみから構成される独立委員会（以下「独立委員会」といいます。)を設置し、その勧告を最大限
尊重するとともに、株主や投資家のみなさまに適時に情報開示を行うことにより透明性を確保す
ることとしています。
本プランは2021年１月20日開催の取締役会において導入を決議し、2021年６月25日開催の

第102回定時株主総会において議案としてお諮りさせていただき、株主のみなさまにご承認いた
だきました。本プランの有効期間は当該承認決議の時から2024年６月開催予定の定時株主総会
の時までとさせていただいております。

(５)本プランの合理性
本プランは、経済産業省及び法務省が2005年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利

益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利
益の確保・向上の原則、事前開示・株主意思の原則、必要性・相当性確保の原則）を充足してお
り、かつ、企業価値研究会が2008年６月30日に公表した「近時の諸環境の変化を踏まえた買収
防衛策の在り方」の内容を踏まえており、2018年６月１日に改訂を行った「コーポ―レートガ
バナンス・コード」の「原則１−５．いわゆる買収防衛策」その他の買収防衛策に関する実務・
議論を踏まえた内容となっており、高度の合理性を有するものです。
① 企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則

本プランは、上記(１)「基本方針の内容」に記載のとおり、当社株式等に対する大規模買付
等がなされた際に、当該大規模買付等に応じるべきか否かを株主のみなさまがご判断し、ある
いは当社取締役会が提示した代替案を株主のみなさまに周知する機会を確保し、株主のみなさ
まのために買付者等と交渉を行うことなどを可能とすることにより、当社の企業価値・株主共
同の利益を確保し、向上させるという目的をもって導入されるものです。

② 事前開示・株主意思の原則
当社は、当社取締役会において決議された本プランを、株主のみなさまの予見可能性を高め、

適正な選択の機会を確保するために、その目的、具体的な内容、効果などについて事前に開示
させていただいております。また、上記(４)「本プランの概要」に記載したとおり、本プラン
の有効期間は2024年６月開催予定の定時株主総会終結時までであり、株主総会においてご承
認いただいた後も、その後の当社株主総会において本プランの変更又は廃止の決議がなされた
場合には、本プランも当該決議に従い変更又は廃止されることになります。従いまして、本プ
ランの導入及び廃止には、株主のみなさまのご意思が十分反映される仕組みとなっています。

③ 必要性・相当性確保の原則
ア．独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示の徹底

当社は、上記(４)「本プランの概要」に記載のとおり、本プランに基づく大規模買付等へ
の対抗措置の発動等に関する取締役会の恣意的判断を排し、取締役会の判断及び対応の客観
性及び合理性を確保することを目的として独立委員会を設置し、当社取締役会は、対抗措置
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の発動又は不発動の決議等に際して独立委員会の勧告を最大限尊重いたします。
また、当社は、独立委員会の判断の概要について株主及び投資家のみなさまに情報開示を

行うこととし、当社の企業価値・株主共同の利益に資するよう本プランの透明な運営が行わ
れる仕組みを確保しています。

イ．合理的な客観的発動要件の設定
本プランは、予め定められた合理的かつ客観的な発動要件が充足されなければ発動されな

いように設定されており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保
しています。

ウ．デッドハンド型もしくはスローハンド型買収防衛策ではないこと
本プランは、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会により、いつでも

廃止することができるものとされています。従って、本プランは、デッドハンド型買収防衛
策（取締役会の構成員の過半数を交代させても、なお発動を阻止できない買収防衛策）では
ありません。
また、当社は取締役の任期を１年としているため、本プランはスローハンド型買収防衛策

（取締役会の構成員の交代を一度に行うことができないため、その発動を阻止するのに時間
を要する買収防衛策）でもありません。

従いまして本プランは、上記の内容を踏まえた高度の合理性を有する公正性・客観性が担保さ
れ、株主共同の利益が確保されたプランであり、当社取締役の地位の維持を目的とするものでは
ないと考えております。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
※ 本事業報告に記載の金額、株式数については、表示桁単位未満の端数がある場合、これを切捨て
ております。比率については、表示桁未満の端数がある場合、これを四捨五入しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2024年 3月31日現在）

(単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部
流 動 資 産 6,848,997 流 動 負 債 8,253,408

現 金 及 び 預 金 2,685,275 支払手形及び買掛金 1,022,965
受取手形及び売掛金 1,674,291 電 子 記 録 債 務 991,481
電 子 記 録 債 権 135,850 短 期 借 入 金 4,924,958
棚 卸 資 産 1,738,096 １年内返済予定の長期借入金 850,000
そ の 他 617,768 リ ー ス 債 務 29,673
貸 倒 引 当 金 △2,286 未 払 法 人 税 等 52,305

固 定 資 産 21,326,659 未 払 消 費 税 等 18,791
有 形 固 定 資 産 12,653,252 契 約 負 債 10,589
建 物 及 び 構 築 物 1,990,127 そ の 他 352,643
土 地 10,562,576 固 定 負 債 6,195,861
リ ー ス 資 産 3,248 長 期 借 入 金 2,220,184
そ の 他 97,300 リ ー ス 債 務 27,975

無 形 固 定 資 産 61,555 繰 延 税 金 負 債 2,992,398
リ ー ス 資 産 144 再評価に係る繰延税金負債 12,660
そ の 他 61,411 退職給付に係る負債 202,515

投 資 そ の 他 の 資 産 8,611,851 資 産 除 去 債 務 3,032
投 資 有 価 証 券 6,824,264 そ の 他 737,093
出 資 金 800,115 負 債 合 計 14,449,269
退職給付に係る資産 880,774 純 資 産 の 部
そ の 他 241,547 株 主 資 本 10,366,355
貸 倒 引 当 金 △134,849 資 本 金 2,829,844

資 本 剰 余 金 713,177
利 益 剰 余 金 6,864,135
自 己 株 式 △40,802

その他の包括利益累計額 3,360,032
その他有価証券評価差額金 3,070,312
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △3,257
土 地 再 評 価 差 額 金 9,152
退職給付に係る調整累計額 283,824
純 資 産 合 計 13,726,387

資 産 合 計 28,175,657 負債・純資産合計 28,175,657
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連 結 損 益 計 算 書
（2023

2024
年
年

4
3
月
月

1
31

日から
日まで）

(単位：千円)
科 目 金 額

売 上 高 9,798,443
売 上 原 価 6,820,172
売 上 総 利 益 2,978,270
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,200,855
営 業 損 失 （△） △222,585
営 業 外 収 益

受 取 利 息 2,899
受 取 配 当 金 196,294
投 資 有 価 証 券 売 却 益 158,036
保 険 配 当 金 5,740
為 替 差 益 6,034
そ の 他 13,768 382,774

営 業 外 費 用
支 払 利 息 93,412
手 形 売 却 損 1,806
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 160
そ の 他 7,308 102,688

経 常 利 益 57,501
特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 209,020 209,020
特 別 損 失

訴 訟 関 連 損 失 14,479
減 損 損 失 20,714
投 資 有 価 証 券 評 価 損 2,920 38,114

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 228,406
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 33,312
法 人 税 等 調 整 額 20,195 53,508
当 期 純 利 益 174,898
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 −
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 174,898

2024年05月20日 18時03分 $FOLDER; 58ページ （Tess 1.50(64) 20240402_01）



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

株
主
総
会
参
考
書
類

― 58 ―

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書
独立監査人の監査報告書

2024年５月24日
株式会社ツカモトコーポレーション
取 締 役 会 御 中

新創監査法人
東京都中央区

指 定 社 員 公認会計士 相川 高志業務執行社員
指 定 社 員 公認会計士 松原 寛業務執行社員

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ツカモトコーポレーションの2023年４月１日から

2024年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変
動計算書及び連結注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式
会社ツカモトコーポレーション及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、
全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職
業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果
たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示すること

にある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の
執行を監視することにある。

当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記
載内容に対して意見を表明するものではない。

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内
容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、その
ような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す
ることが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかど
うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する
必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示

がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明する
ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の
意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし
ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な
監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評
価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び
関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ
き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結
論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事
項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類
に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠
に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか
どうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる
取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入
手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意
見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の
重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並
びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合
又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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貸 借 対 照 表
（2024年 3月31日現在）

(単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部
流 動 資 産 6,211,529 流 動 負 債 8,049,461

現 金 及 び 預 金 2,448,565 支 払 手 形 98,497
受 取 手 形 8,042 電 子 記 録 債 務 991,481
電 子 記 録 債 権 134,202 買 掛 金 737,606
売 掛 金 1,373,735 短 期 借 入 金 4,924,958
リ ー ス 債 権 266,435 １年内返済予定の長期借入金 850,000
商 品 1,416,216 リ ー ス 債 務 29,673
貯 蔵 品 450 未 払 金 181,990
前 払 費 用 22,838 未 払 費 用 20,561
未 収 入 金 287,386 未 払 法 人 税 等 51,370
関 係 会 社 未 収 入 金 228,644 未 払 消 費 税 等 15,126
そ の 他 27,106 契 約 負 債 7,866
貸 倒 引 当 金 △2,096 前 受 金 2,239

固 定 資 産 21,293,258 預 り 金 25,484
有 形 固 定 資 産 12,672,022 為 替 予 約 2,385
建 物 1,989,906 そ の 他 110,220
構 築 物 221 固 定 負 債 5,995,360
器 具 備 品 97,300 長 期 借 入 金 2,220,184
土 地 10,581,346 リ ー ス 債 務 27,975
リ ー ス 資 産 3,248 繰 延 税 金 負 債 2,994,413

無 形 固 定 資 産 61,555 再評価に係る繰延税金負債 12,660
ソ フ ト ウ エ ア 25,333 資 産 除 去 債 務 3,032
ソフトウェア仮勘定 31,995 長 期 預 り 金 737,093
リ ー ス 資 産 144 負 債 合 計 14,044,822
そ の 他 4,083 純 資 産 の 部

投資その他の資産 8,559,680 株 主 資 本 10,364,099
投 資 有 価 証 券 6,824,264 資 本 金 2,829,844
関 係 会 社 株 式 190,002 資 本 剰 余 金 713,177
出 資 金 800,065 資 本 準 備 金 707,461
関係会社長期貸付金 820,000 そ の 他 資 本 剰 余 金 5,716
関係会社長期未収入金 163,362 利 益 剰 余 金 6,861,879
前 払 年 金 費 用 394,652 そ の 他 利 益 剰 余 金 6,861,879
敷 金 及 び 保 証 金 22,080 繰 越 利 益 剰 余 金 6,861,879
そ の 他 219,107 自 己 株 式 △40,802
貸 倒 引 当 金 △873,854 評価・換算差額等 3,095,866

その他有価証券評価差額金 3,070,437
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △3,257
土 地 再 評 価 差 額 金 28,687
純 資 産 合 計 13,459,966

資 産 合 計 27,504,788 負債・純資産合計 27,504,788
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損 益 計 算 書
（2023

2024
年
年

4
3
月
月

1
31

日から
日まで）

(単位：千円)
科 目 金 額

売 上 高 8,998,589
売 上 原 価 6,553,556
売 上 総 利 益 2,445,032
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,546,710
営 業 損 失 （△） △101,678
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 196,306
投 資 有 価 証 券 売 却 益 158,036
そ の 他 20,682 375,026

営 業 外 費 用
支 払 利 息 91,821
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 95,765
そ の 他 6,342 193,929

経 常 利 益 79,418
特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 209,020 209,020
特 別 損 失

訴 訟 関 連 損 失 14,479
減 損 損 失 13,525
投 資 有 価 証 券 評 価 損 2,920 30,925

税 引 前 当 期 純 利 益 257,513
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 61,233
法 人 税 等 調 整 額 20,195 81,429
当 期 純 利 益 176,083
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会計監査人の監査報告書
独立監査人の監査報告書

2024年５月24日
株式会社ツカモトコーポレーション
取 締 役 会 御 中

新創監査法人
東京都中央区

指 定 社 員 公認会計士 相川 高志業務執行社員
指 定 社 員 公認会計士 松原 寛業務執行社員

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ツカモトコーポレーションの2023年４月１日か

ら2024年３月31日までの第105期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及
び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計

算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業
倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監
査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示すること

にある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の
執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載

内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容

と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよう
な重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営
者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうか

を評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要
がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が

ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明すること
にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決
定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし
ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な
監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価
の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び
関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、
継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付
ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注
意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除
外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいて
いるが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど
うかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や
会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 計算書類等に対する意見を表明するために、計算書類等に含まれる構成単位の財務情報に関する十分かつ適切な監査
証拠を入手する。監査人は、構成単位の財務情報に関する監査の指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人
は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の
重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並
びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合
又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書

監 査 報 告 書

当監査役会は、2023年４月１日から2024年３月31日までの第105期事業年度における
取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議のうえ、本監
査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(１)監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果
について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報
告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(２)各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等
に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査
の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につ
いて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な
事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会
社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業
の報告を受けました。
② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す
るための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するた
めに必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関
する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）
について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受
け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。
③ 事業報告に記載されている会社法施行規則第１１８条第３号イの基本方針及び同号ロの
各取り組みについては、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容につい
て検討を加えました。
④ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証
するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するた
めの体制」（会社計算規則第１３１条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に
応じて説明を求めました。
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以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連
結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記
表）について検討いたしました。

２. 監査の結果
(１)事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して
いるものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事
実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当
該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、
指摘すべき事項は認められません。
④ 事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方
に関する基本方針については、指摘すべき事項は認められません。事業報告に記載さ
れている会社法施行規則第１１８条第３号ロの各取り組みは、当該基本方針に沿った
ものであり、当社の株主共同の利益を損なうものではなく、かつ、当社の会社役員の
地位の維持を目的とするものではないと認めます。

(２)計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人新創監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(３)連結計算書類の監査結果
会計監査人新創監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2024年５月27日
株式会社ツカモトコーポレーション 監査役会

常勤監査役 小野田 克 巳
社外監査役 下 道 敏 実
社外監査役 河 合 信 之

以 上
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お 濠

株主総会会場ご案内図
東京都千代田区丸の内二丁目４番１号 丸ビル８階

丸ビル コンファレンススクエア Room４

※会場：丸ビル８階
１階、B１階よりエレベーターにて７階にお上がりください。
７階よりは、らせん階段にて８階にお進みください。

●交通のご案内
JR 東京駅
東京メトロ丸ノ内線 東京駅
東京メトロ千代田線 二重橋前駅
都営三田線 大手町駅

地下道より直結
地下道より直結
７番出口より
D１出口より

徒歩約１分
徒歩約１分
徒歩約２分
徒歩約３分

※会場での駐車場の準備はいたしておりませんので、ご了承くださいま
すようお願い申しあげます。

※今後の状況により、株主総会の運営・会場に大きな変更が
生じた場合には、インターネット上の当社ウェブサイト
（https://www.tsukamoto.co.jp）に掲載いたします。
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